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    規     則 

和歌山県規則第59号 

 和歌山県税規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成27年12月25日 

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸 

和歌山県税規則の一部を改正する規則 

第1条 和歌山県税規則（昭和25年和歌山県規則第56号）の一部を次のように改正する。 

 第13条第4号の2中「不動産取得税減額申請書」を「被収用不動産等の代替不動産の取得に対する不動

産取得税の減額申請書」に改める。 

 別記第1号様式から別記第1号の4様式までを次のように改める。 
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別記第1号様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相 続 人 代 表 者 届 出 書 

年  月  日 

 

 県税事務所長 様 

 

相続人          印 

相続人          印 

相続人          印 

相続人          印 

相続人          印 

 地方税法第 9条の 2第 1項の規定により、相続人の代表者を次のとおり定めたので届け

出ます。 

被

相

続

人

氏 名 
死 亡 時 の 住 所 又 は 

居 所 
死 亡 年 月 日

    
年  月  日

相

続

人

住所又 

は居所 

(所在地) 

 

 
氏名 

(名称)  
被相続人

との続柄 相 続 分

  

生年月日  年   月   日
個人番号又

は法人番号
         

   

住所又 

は居所 

(所在地) 

 

 
氏名 

(名称)  
被相続人

との続柄 相 続 分

  

生年月日  年   月   日
個人番号又

は法人番号
         

住所又 

は居所 

(所在地) 

 

 
氏名 

(名称)  
被相続人

との続柄 相 続 分

  

生年月日  年   月   日
個人番号又

は法人番号
         

住所又 

は居所 

(所在地) 

 

 
氏名 

(名称)  
被相続人

との続柄 相 続 分

  

生年月日  年   月   日
個人番号又

は法人番号
         

住所又 

は居所 

(所在地) 

 

 
氏名 

(名称)  
被相続人

との続柄 相 続 分

  

生年月日  年   月   日
個人番号又

は法人番号
         

続

代

者

相

人

表

住所又 

は居所 

(所在地) 

 

 
氏名 

(名称)  

被相続人

との続柄 相 続 分

  

生年月日  年   月   日
個人番号又

は法人番号
         

注 「個人番号又は法人番号」欄には、相続人が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人を

識別するための番号の利用等に関する法律第 2条第 5項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法人の

場合は法人番号（同条第 15 項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 
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別記第1号の2様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相 続 人 代 表 者 変 更 届 出 書 

年  月  日 

 

 県税事務所長 様 

相続人          印 

相続人          印 

相続人          印 

相続人          印 

相続人          印 

 地方税法施行令第 2 条第 6 項の規定により、さきに届け出た相続人の代表者は、このたび次

のとおり変更したので届け出ます。 

被
相
続
人

氏 名 
死 亡 時 の 住 所 又 は 

居 所
死 亡 年 月 日 

    
年  月  日

相

続

人

住所又 

は居所 

(所在地) 

 

 
氏名 

(名称)  
被相続人

との続柄 相 続 分

  

生年月日  年   月   日
個人番号又

は法人番号
         

   

住所又 

は居所 

(所在地) 

 

 
氏名 

(名称)  
被相続人

との続柄 相 続 分

  

生年月日  年   月   日
個人番号又

は法人番号
         

住所又 

は居所 

(所在地) 

 

 
氏名 

(名称)  
被相続人

との続柄 相 続 分

  

生年月日  年   月   日
個人番号又

は法人番号
         

住所又 

は居所 

(所在地) 

 

 
氏名 

(名称)  
被相続人

との続柄 相 続 分

  

生年月日  年   月   日
個人番号又

は法人番号
         

住所又 

は居所 

(所在地) 

 

 
氏名 

(名称)  
被相続人

との続柄 相 続 分

  

生年月日  年   月   日
個人番号又

は法人番号
         

相

続

人

代

表

者

変 

更 

前

住所又 

は居所 

(所在地) 

 

 
氏名 

(名称)  
被相続人

との続柄 相 続 分

  

生年月日  年   月   日
個人番号又

は法人番号
         

変 

更 

後

住所又 

は居所 

(所在地) 

 

 
氏名 

(名称)  
被相続人

との続柄 相 続 分

  

生年月日  年   月   日
個人番号又

は法人番号
         

注 「個人番号又は法人番号」欄には、相続人が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人を

識別するための番号の利用等に関する法律第 2 条第 5 項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法人

の場合は法人番号（同条第 15 項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 
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別記第1号の3様式（第13条関係） 

 （その1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

徴収猶予(期間延長)申請書 

年  月  日 

 県税事務所長 様 

 

 

 

 

住 所 

(所在地) 
 

氏 名 

(名 称) 
                 印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又

は法人番号
             

電話番号  

 地方税法第 15 条の規定により、次のとおり徴収猶予(期間延長)の申請をします。 

徴 収 猶

予(期間

延長)を

受 け よ

う と す

る 徴 収

金 

年度 税目 
納期

限 
税額

延 滞

金 額

加 算

金 額

滞 納

処 分 費
合 計 備 考

      円 法律によ

る金額 

円

円 法律によ

る金額 

円

    

        
〃 

  
〃 

    

        
〃 

  
〃 

    

徴収猶予(期間延長)を

受けようとする期間 

年   月   日から

年   月   日まで
   月間 

徴収猶予(期間延長)を

受けようとする理由 

  

提供しようとする担保

の種類及び価格 

  

納 税 計 画 書 

回 税 額 税 外 合 計 
納 付

年 月 日
回 税 額 税 外 合 計 

納 付

年 月 日

1 
      

・ ・ 5
      

・ ・ 

2 
      

・ ・ 6
      

・ ・ 

3 
      

・ ・ 7
      

・ ・ 

4 
      

・ ・ 8
      

・ ・ 

注 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人を

識別するための番号の利用等に関する法律第 2 条第 5 項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法人

の場合は法人番号（同条第 15 項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 
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別記第1号の3様式（第13条関係） 

 （その2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 月分軽油引取税徴収猶予申請書 

 

 県税事務所長 様 

 

 

 

 

 

 

年  月  日 

特
別
徴
収
義
務
者 

住 所 

(所在地) 

 

氏 名 

(名 称) 
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又

は法人番号
     

電話番号  

 和歌山県税条例第 58条の 16の規定により、次のとおり徴収猶予の申請をします。 

納      期      限                  年   月   日 

納 入 す べ き 税 額                                       円 

納 期 限 ま で に 納 入 する 税 額   

徴
収
猶
予
を
受
け
よ
う
と
す
る
期
間
及
び
税
額

月  日まで  日間   

月  日まで  日間   

月  日まで  日間   

月  日まで  日間   

月  日まで  日間   

月  日まで  日間   

月  日まで  日間   

月  日まで  日間   

合 計   

提供しようとする担保の 

種類及び価格 

  

備 考 
  

注 

1 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人を

識別するための番号の利用等に関する法律第 2 条第 5 項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法人

の場合は法人番号（同条第 15 項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 

2 地方税法施行令第43条の16に定める要件に該当する場合は｢提供しようとする担保の種類及び価格｣

欄の記載を要しないこと。 

3 この申請書には、売掛金に関する計算書を添付すること。 
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別記第1号の3様式（第13条関係） 

 （その3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受 付 

 

印 
 

住宅の用に供する土地の取得に対する不動産取得税の徴収猶予申請書 

 

 県税事務所長 様 

 

 

 

年  月  日  

 

申 

請 

者 

住 所 

(所在地)

 

氏 名 

(名 称)
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又

は法人番号
       

電話番号  

 和歌山県税条例第 42条の 25第 2項の規定により、次のとおり不動産取得税の徴収猶予を

申請します。 

土 地 の 所 在 地 (地 番 ) 
  

地 目 
  

地 積 m2 

土 地 の 取 得 年 月 日 年     月     日 

住 宅 の 着 工 予 定 年 月 日 年     月     日 

住 宅 の 完 成 予 定 年 月 日 年     月     日 

住 宅 の 取 得 予 定 年 月 日 年     月     日 

税 額 ※       円 納税通知書番号 ※ 

徴収猶予決定額 ※       円
徴収猶予通知書

番 号
※ 

備 考 ※ 

注 

1 この申請書は、土地の取得日から 60 日以内に、和歌山県税条例第 42 条の 19 の不動産取得税申告書

と同時に提出すること。 

2 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律第 2条第 5項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法

人の場合は法人番号（同条第 15 項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 

3 ※印欄は、記載を要しないこと。 
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別記第1号の3様式（第13条関係） 

 （その4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受 付 

 

印 

 

耐震基準不適合既存住宅の取得に対する不動産取得税の 

徴収猶予申請書 

 

 県税事務所長 様 

 

 

年  月  日 

申 

請 

者 

住 所 

(所在地)

 

氏 名 

(名 称)
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又

は法人番号
            

電話番号  

 和歌山県税条例第42条の27の2第3項の規定により、次のとおり不動産取得税の徴収猶予

を申請します。 

所 在 地 
  

家 屋 番 号 
  

構 造 ・ 用 途 
  

床 面 積 m2 

新 築 年 月 日 年     月     日 

耐 震 改 修 の

完 成 予 定 年 月 日 
年     月     日 

居 住 の 用 に

供 す る 予 定 年 月 日 
年     月     日 

税 額 ※       円 納 税 通 知 書 番 号 ※ 

徴収猶予決定額 ※       円
徴 収 猶 予 通 知 書

番 号
※ 

備 考 ※ 

注 

1 この申請書は、住宅の取得日から60日以内に、和歌山県税条例第42条の19の不動産取得税申告書

と同時に提出すること。 

2 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人番号をいう。）を記載し、

法人の場合は法人番号（同条第15項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 

3 ※印欄は、記載を要しないこと。 
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別記第1号の3様式（第13条関係） 

 （その5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被収用不動産等の代替不動産の取得に対する不動産取得税の徴収猶予申請書 

         年  月  日 

 県税事務所長 様 住 所 

(所在地) 

 

氏 名 

(名 称) 
印 

生年月日 年  月  日 
個人番号又 

は法人番号 
     

電話番号  

 地方税法第 73 条の 27 の 3 第 3 項の規定により、被収用不動産等の代替不動産の取得に

対する不動産取得税の徴収猶予を申請します。 

代 替 取 得 不

動産の表示 

不

動

産

の

種

類

家

屋 

所 在 地   

家 屋 番 号   

種 類 、 構 造

床 面 積

  

土

地 

所 在 地 、 地 番   

地 目 、 地 積   

納税通知書

番 号 

  
課 税 標 準 額 円 税 額 円

被 収 用 又 は

譲渡 不 動 産

の表示 

不

動

産

の

種

類

家

屋 

所 在 地   

家 屋 番 号   

種 類 、 構 造

床 面 積

  

土

地 

所 在 地 、 地 番   

地 目 、 地 積   

徴 収 猶 予 通

知書 番 号  
※ 

固 定 資 産 課 税

台 帳 登 録 価 格
円

徴収猶予を受け

ようとする税額 
円

代 替 不 動 産

の取得年月日 
年  月  日

被収用又は譲渡

予定年月日 
年  月  日

備 考   

注 

1 この申請書は、不動産取得税の申告書を提出する際併せて提出すること。 

2 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律第 2条第 5項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法

人の場合は法人番号（同条第 15 項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 

3 ※印欄は、記載を要しないこと。 

4 この申請書に不動産を収用され又は譲渡した不動産の代替取得不動産であることを証明する書類を

1部添付すること。 
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別記第1号の3様式（第13条関係） 

 （その6） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

譲渡担保財産に係る不動産取得税徴収猶予申請書 

 

 県税事務所長 様 

 

 

 

 

 

年  月  日 

住 所 

(所在地) 

 

氏 名 

(名 称) 
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又

は法人番号
             

電話番号  

 地方税法第 73 条の 27 の 4 第 3 項及び和歌山県税条例第 42 条の 27 の 3 第 3 項の規定に

より譲渡担保財産に係る不動産取得税の徴収猶予を申請します。 

譲 渡 担 保 財 産

設 定 者 

住 所
  

氏 名
  

譲 渡 担 保 財 産 設 定 年 月 日 年  月  日 

譲渡担保財産の

表 示 

不

動

産

の

種

類

家

屋 

・ 

土

地

所 在 地
  

家屋番号

地 番

  

床 面 積

地 積

  

種 類

地 目

  

課 税 標 準 額 ※       円 納税通知書番号 ※ 

税 額 ※       円
徴収猶予通知書

番号 
※ 

備 考 
  

注 

1 この申請書は、不動産取得税の申請書を提出する際併せて提出すること。 

2 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律第 2条第 5項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法人の場合

は法人番号（同条第 15 項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 

3 ※印欄は、不明の場合は記載を要しないこと。 

4 不動産の種類欄の該当文字を〇で囲むこと。 

5 この申請書に譲渡担保財産設定を証する書類を添付すること。 



    和歌山県報  号外（2） 平成 27 年 12 月 25 日（金曜日） 

－ 10 － 

別記第1号の3様式（第13条関係） 

 （その7） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 受付印 不動産取得税の徴収猶予申請書 

 県税事務所長 様 
      年  月  日 

住 所 

(所在地) 

 

氏 名 

(名 称) 
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又

は法人番号
             

電話番号  
 

地方税法第   条の    第  項の規定により不動産取得税の徴収猶予を申請

します。 

土
地
の
場
合 

施設建築

物の敷地

の 明 細 

取 得 年 月 日 ・ ・ 譲 渡 予 定 年 月 日 ・ ・ 

所在地・地番   

地 目 ・ 地 積   

課 税 標 準 額 ※ 納 税 通 知 書 番 号 ※ 

税 額 ※ 徴収 猶予通知書 番 号 ※ 

家
屋
の
場
合 

施設建築

物の明細 

取 得 年 月 日 ・ ・ 譲 渡 予 定 年 月 日 ・ ・ 

所在地・地番   

構造及び用途   

延 床 面 積   

課 税 標 準 額 ※ 納 税 通 知 書 番 号 ※ 

税 額 ※ 徴収 猶予通知書 番 号 ※ 

備

考

  

注 

1 この申請書は、不動産取得税の申告書を提出する際併せて提出すること。 

2 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人を

識別するための番号の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法人の

場合は法人番号（同条第15項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 

3 ※印欄は、記載を要しないこと。 

4 この申請書には、地方税法その他の法令に定められた添付書類を添付すること。 



    和歌山県報  号外（2） 平成 27 年 12 月 25 日（金曜日） 

－ 11 － 

別記第1号の3様式（第13条関係） 

 （その8） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 管理番号  

法人の事業税の徴収猶予(期間延長)申請書 

年  月  日  

 県税事務所長 様 

  

本店所在地  

和歌山県内の主たる

事 務 所 等 所 在 地   

法 人 名  

法 人 番 号              

代表者氏名 印 

電 話 番 号  

 和歌山県税条例第42条の2の3第(1・2)項の規定により、次のとおり(予定・中間・確定)申告に係る(徴収

猶予・期間延長)の申請をします。 

1 徴収猶予対象法人の区分 
 (1) 地方税法第72条の38の2第(1・6)項第1号に該当 

 (2) 地方税法第72条の38の2第(1・6)項第2号に該当 

2 
徴収猶予の対象となる事業年度又は

既に徴収猶予を受けている事業年度
    年  月  日 から     年  月  日まで 

3 
徴収猶予の対象となる事業税額の納

期限 
    年  月  日 

4 
徴収猶予の対象となる事業税額又は

徴収猶予を受けている事業税額 
  

5 
徴収猶予又は期間延長を受けようと

する事業税額 
  

6 
既に徴収猶予の承認を受けた期間

(※期間延長申請の場合のみ記入) 
    年  月  日 から     年  月  日まで 

7 
徴収猶予又は期間延長を受けようと

する期間 
    年  月  日 から     年  月  日まで 

8 徴収猶予又は期間延長を必要とする理由 

  

9 提供しようとする担保の種類及び価格 

別添(担保提供書・保証証書)のとおり 

10 納税計画 

納税予定日 税額 納税予定日 税額 

・ ・ 円 ・ ・ 円

・ ・ 円 ・ ・ 円

・ ・ 円 ・ ・ 円

注 「法人番号」欄には、法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第15項

に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 



    和歌山県報  号外（2） 平成 27 年 12 月 25 日（金曜日） 

－ 12 － 

別記第1号の4様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

徴 収 猶 予 に よ る 差 押 解 除 申 請 書 

 

 県税事務所長 様 

 

 

 

 

 

年  月  日 

住 所 

(所在地) 

 

氏 名 

(名 称) 
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又 

は法人番号 
             

電話番号  

 地方税法第 15 条の 2第 2 項の規定により、次のとおり差押の解除を申請します。 

徴収猶予の承認を受けた日 年    月    日 

差 押 を 受 け た 日 年    月    日 

差 押 財 産 の 表 示

  

差押の解除を申請する理由

  

注 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律第 2 条第 5項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法人の場合は法人番号（同条第 15項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 



    和歌山県報  号外（2） 平成 27 年 12 月 25 日（金曜日） 

－ 13 － 

 別記第1号の7様式を次のように改める。 

 



    和歌山県報  号外（2） 平成 27 年 12 月 25 日（金曜日） 

－ 14 － 

別記第1号の7様式（第13条関係） 

 （その1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 保 提 供 書 

 

 県税事務所長 様 

 

 

 

 

 

年  月  日 

住 所 

(所在地) 

 

氏 名 

(名 称) 
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又

は法人番号
             

電話番号  

 地方税法第 16 条の規定により、次のとおり担保を提供します。 

担

保
さ
れ
る
徴
収

金

年度 税目 納期限 税 額 延滞金額 加 算 金 額
滞 納

処 分 費 
合 計 備 考

      
円

法律による

金額  円
円

法 律によ

る金額 円 
円 

  

        
〃 

  
〃 

    

        
〃 

  
〃 

    

担保される金額 円 

提供する担保財

産 

  

担

保

財

産

の

表

示

所 有 者 
住 所   

氏 名   

内 容 

所在地   

名 称   

性 質   

数 量   

価 格 円 

 徴収猶予に係る上記徴収金の納税担保として、上記物件の提供を承諾します。 

    年  月  日 

担保物件の所有者   住所(所在地)          

氏名(名称)         印 

   添 付 書 類 

供 託 書 正 本           通 登 記 済 証           通 

登録済通知書           通 登記(録)承諾書           通 

登 録 済 証           通 印 鑑 証 明 書           通 

保 証 証 書           通                   通 

注 「個人番号又は法人番号」欄には、担保の提供をする者（納税義務者及び特別徴収義務者に限る。）が

個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第 2

条第 5項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法人の場合は法人番号（同条第 15 項に規定する法人

番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 



    和歌山県報  号外（2） 平成 27 年 12 月 25 日（金曜日） 

－ 15 － 

別記第1号の7様式（第13条関係） 

 （その2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 管理番号  

担 保 提 供 書 

年  月  日  

 県税事務所長 様 

  

本店所在地   
和歌山県内の主たる

事務所等所在地   

法 人 名  

法 人 番 号              

代 表 者 名 印 

電 話 番 号  

 地方税法第72条の38の2第2項の規定により、次のとおり担保を提供します。 

  年度 税目 納期限 税額 延滞金額 合 計 

担保される徴収金   法人事業税 年 月 日
円 法律による

金額 
円 

円

担保される金額 円 

提供する担保財産   

担

保

財

産

の

表

示 

所 有 者 
住 所   

氏 名   

内 容 

所在地   

名 称   

性 質   

数 量   

価 格  円 

 徴収猶予に係る上記徴収金の納税担保として、上記物件の提供を承諾します。 

       年  月  日 

担保物件の所有者   住所(所在地)                 

氏名(名称)              印   

    添 付 書 類 

 供託書正 本            通  登 記 済 証             通 

 登録済通知書            通  登記(録)承諾書           通 

 登 録 済 証            通  印鑑証明書             通 

 保 証 証 書            通                    通 

注 「法人番号」欄には、担保の提供をする者（納税義務者に限る。）の法人番号（行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第15項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 



    和歌山県報  号外（2） 平成 27 年 12 月 25 日（金曜日） 

－ 16 － 

 別記第1号の9様式及び別記第1号の10様式を次のように改める。 

 



    和歌山県報  号外（2） 平成 27 年 12 月 25 日（金曜日） 

－ 17 － 

別記第1号の9様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保 全 差 押 担 保 充 当 申 請 書 

 

 県税事務所長 様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年  月  日 

住 所 

(所在地)

 

氏 名 

(名 称)
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又

は法人番号
             

電話番号  

      年  月  日付けで担保提供書により提供した金銭は、次の徴収金に充当

されるよう、地方税法施行令第 6条の 12 第 5 項の規定により申請します。 

担保として提供している金銭 円  

充
当
の
申
請
を
す
る
徴
収
金 

年度 税目 納期限 税 額 延滞金額 加 算 金 額
滞 納

処 分 費 
合 計 備 考

      円 法律によ

る金額 

円

円 法律によ

る金額 

円 

円   

        

〃 

  

〃 

    

        

〃 

  

〃 

    

過 不 足 円 

注 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者が個人の場合は個人番号（行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人番

号をいう。）を記載し、法人の場合は法人番号（同条第15項に規定する法人番号をいう。）

を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 



    和歌山県報  号外（2） 平成 27 年 12 月 25 日（金曜日） 

－ 18 － 

別記第1号の10様式（第13条関係） 

 （その1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過 誤 納 金 還 付 請 求 書 

 

 和歌山県知事 様 

 

 

 

       年  月  日 

住 所 

(所在地)

 

氏 名 

(名 称)
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又

は法人番号
             

代表者名 印 

電話番号  

次 の 金 額 を 請 求 し ま す 。  

 

  請求金額   
百 十 万 千 百 十 円

  

 請求内訳 

還付通知

番 号 
年 度 期 別 税 目 税額 延滞金 加算金 合 計 備考

        円 円 円 円   

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

請求 

理由 
  

注 

1 「個人番号又は法人番号」欄には、請求者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法

人の場合は法人番号（同条第15項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 

2 請求金額の訂正を指示されたときは、書き換え、旧書面を添付の上、提出すること。 

3 過納又は誤納であることを証明するに足る書類、請求又は受領に関し委任した場合は、委任状及び

委任者の印鑑証明書並びに親権者又は相続人から請求する場合は、戸籍抄本をそれぞれ添付するこ

と。 



    和歌山県報  号外（2） 平成 27 年 12 月 25 日（金曜日） 

－ 19 － 

別記第1号の10様式（第13条関係） 

 （その2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過 誤 納 金 還 付 請 求 書 

 

 県税事務所長 様 

 

 

 

       年  月  日 

住 所 

(所在地)

 

氏 名 

(名 称)
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又

は法人番号
             

代表者名 印 

電話番号  

次 の 金 額 を 請 求 し ま す 。  

 

  請求金額   
百 十 万 千 百 十 円

  

 請求内訳 

還付通知

番 号 
年 度 期 別 税 目 税額 延滞金 加算金 合 計 備考

        円 円 円 円   

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

請求 

理由 
  

注 

1 「個人番号又は法人番号」欄には、請求者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法

人の場合は法人番号（同条第15項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 

2 請求金額の訂正を指示されたときは、書き換え、旧書面を添付の上、提出すること。 

3 過納又は誤納であることを証明するに足る書類、請求又は受領に関し委任した場合は、委任状及び

委任者の印鑑証明書並びに親権者又は相続人から請求する場合は、戸籍抄本をそれぞれ添付するこ

と。 



    和歌山県報  号外（2） 平成 27 年 12 月 25 日（金曜日） 

－ 20 － 

 別記第1号の13様式から別記第1号の13の3様式までを次のように改める。 

 



    和歌山県報  号外（2） 平成 27 年 12 月 25 日（金曜日） 

－ 21 － 

別記第1号の13様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

税 納 税 管 理 人 申 告 書 

 

 県税事務所長 様 

 

 

 

 

 
 

 

年  月  日 

住 所 

(所在地) 

 

氏 名 

(名 称) 
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又 

は法人番号 
             

電話番号  

 納税に関する一切の事項を処理させるため、次の者を納税管理人に定めたので申告します。 

納 税

管 理 人 

住 所 
  

氏 名   

生 年 月 日 年  月  日 電話番号   

 納税管理人を受諾しました。 

       年  月  日 

氏 名          印 

注 

1 この申告書は、納税義務者又は特別徴収義務者が県内に住所、居所、事務所又は事業所を有しないとき又は有しなくなった場合において、和歌山県税条例に規

定する管轄区域外納税管理人の承認又は納税管理人不要認定を受けていないときに提出すること。 

2 この申告書による納税管理人は、必ず、納税義務者又は特別徴収義務者の課税地を管轄する県税事務所の管轄区域内において住所等を有する者であること。 

3 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第 2条第 5項に

規定する個人番号をいう。）を記載し、法人の場合は法人番号（同条第 15 項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 



    和歌山県報  号外（2） 平成 27 年 12 月 25 日（金曜日） 

－ 22 － 

別記第1号の13の2様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

税 管 轄 区 域 外 納 税 管 理 人 申 請 書 

 

 県税事務所長 様 

 

 

 

 

 

 

年  月  日 

住 所 

(所在地) 

 

氏 名 

(名 称) 
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又

は法人番号
             

電話番号  

 納税に関する一切の事項を処理させるため、次の者を納税管理人として申請します。 

納 税

管 理人 

住 所 
  

氏 名   

生 年 月 日 年  月  日 電話番号  

 納税管理人として承認された場合は受諾します。 

 

       年  月  日 

氏 名          印 

注 

1 この申請書は、納税義務者又は特別徴収義務者が県内に住所、居所、事務所又は事業所を有しないとき又は有しなくなった場合において、当該納税義務者又は

特別徴収義務者の課税地を管轄する県税事務所の管轄区域外に住所等を有する者を納税管理人として定めたいときに提出すること。 

2 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第 2条第 5項に

規定する個人番号をいう。）を記載し、法人の場合は法人番号（同条第 15 項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 
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別記第1号の13の3様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

税 納 税 管 理 人 不 要 認 定 申 請 書 

 

 県税事務所長 様 

 

 

 

 

 

 

年  月  日 

住 所 

(所在地) 

 

氏 名 

(名 称) 
印 

生年月日 年  月  日 
個人番号又 

は法人番号 
             

電話番号  

 和歌山県税条例 

第 1 9 条第 2 項、第 4 2 条の 7 第 2 項

第 42 条の 21 第 2 項、第 42 条の 38 第 2 項

第 66 条第 2項、第 80 条第 2 項、第 95条第 2項

の規定により、納税管理人不要認定について申請します。 

 なお、認定された場合は下記のことを遵守します。 

記 

1 税の全額納期内納付(入)を行います。 

2 認定の取消しを受けた場合は、直ちに納税管理人を定めます。 

注 

1 この申請書は、納税義務者又は特別徴収義務者が県内に住所、居所、事務所又は事業所を有しないとき又は有しなくなったときで、納税管理人を定めないこと

としたい場合に提出すること。 

2 認定された場合であっても、その取消しを受けた場合は、直ちに納税管理人を定めること。 

なお、この場合において、納税管理人は、必ず、納税義務者若しくは特別徴収義務者の課税地を管轄する県税事務所の管轄区域内において住所等を有する者で

あるか、又は当該管轄区域外に住所等を有する者のうち県税事務所長の承認を受けた者であること。 

3 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第 2 条第 5 項に

規定する個人番号をいう。）を記載し、法人の場合は法人番号（同条第 15 項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 
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 別記第1号の15様式を次のように改める。 
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－ 25 － 

別記第1号の15様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県 税 減 免 申 請 書 

 

 県税事務所長 様 

 

 

 

 

 

年  月  日 

住 所 

(所在地) 

 

氏 名 

(名 称) 
印 

生年月日 年  月  日 
個人番号又 

は法人番号 
             

電話番号  

 次のとおり減免を受けたいので地方税法第  条及び和歌山県税規則第 12 条の規定により申請します。 

減 免

を 受

け よ

う と

す る

徴 収

金 

年 度 税 目 納 期 限 税 額 摘 要 

        納 税 通 知 書 番 号 

第           号 

          

          

理 

由 

  

証拠書類  別添のとおり 

注 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第 2条第 5項に規

定する個人番号をいう。）を記載し、法人の場合は法人番号（同条第 15 項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 
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 別記第1号の18様式を次のように改める。 
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別記第1号の18様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

更 正 の 請 求 書 

 県税事務所長 様 
年  月  日 

 

住 所 

(所在地) 

 

氏 名 

(名 称) 
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又 

は法人番号 
             

電話番号  

 地方税法第 20 条の 9の 3第 1項又は第 2項の規定により、次のとおり更正の請求をしま

す。 

年 度   税 目   

区 分 課 税 標 準 税 額 理 由 

更正前の額       

更正後の額       

事情の詳細その他参考となるべき事項 

  

注 「個人番号又は法人番号」欄には、請求者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人を

識別するための番号の利用等に関する法律第 2 条第 5 項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法人

の場合は法人番号（同条第 15 項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 
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 別記第2号の6様式から別記第4号の3様式までを次のように改める。 
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－ 29 － 

別記第2号の6様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

営業所等設置・廃止・変更届出書 

 県税事務所長 様 
年  月  日 

所 在 地  

フリガナ  

法 人 名 印

 
法人番号          

電話番号  

 地方税法第24条第8項に規定する営業所等について
設 置 し た
廃 止 し た
変更を生じた

ので、和歌山県税

条例 
第36条の7第1項 
第36条の7第2項 

の規定により、次のとおり届け出ます。 

届 出 事 由
1 新設   2 異動   3 廃止 
4 利子等の種別の変更 

新 設 等 年 月 日     年  月  日 

異 動 事 項

1 法人名  2 特別徴収義務者番号 
3 店舗名等  4 所在地 
5 取扱利子の種類等  6 納入方法 
7 その他(                ) 

営 業 所 等 

所 在 地 (TEL         )
(フリガナ)
店 舗 名   

特 別 徴 収
義務者番号

  ―     ―      

利 子 等

に 係 る

納 入 方

法 
 

1 上記の店舗から納入す
る利子等の種別 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 
11 12 13 14 15 16 17 18 19  

2 1以外の店舗から一括
納入する利子等の種別 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 
11 12 13 14 15 16 17 18 19  

3 2により
一括納入
する場合
の営業所
等 

所 在 地 (TEL         )
(フリガナ)
店 舖 名

          
         

特 別 徴 収
義務者番号

  ―     ―      

備 考   

 注意：「利子等に係る納入方法」欄の利子等の種別については、次により選択し、該
当する番号を○で囲むこと。 

 1 特定公社債以外の公社債の 
  利子 
 2 銀行預金利子 
 3 銀行以外の金融機関の預金 
  利子 
 4 勤務先預金等の利子 
 5 合同運用信託の収益の分配 
 6 公社債投資信託のうち公募 
  公社債投資信託以外の収益の 
  分配 
 7 郵便貯金利子 

8 国外一般公社債等の利
子 
9 財形貯蓄契約に係る生
命保険等の差益 

 10 私募公社債等運用投資
信託の収益の分配 

 11 特定目的信託の社債的
受益証券の収益の分配で
公募以外のもの  

 12 国外私募公社債等運用
投資信託等の収益の分配

13 懸賞金付預貯金等の
懸賞金等 

14 定期積金 
15 掛金の給付補てん金 

 16 抵当証券の利息 
 17 貴金属等の売戻し条件

付売買の利益 
 18 外貨建預貯金等の為替

差益 
 19 一時払養老保険・一時

払損害保険等の差益 
 

注 

1 「法人番号」欄には、届出者の法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律第2条第15項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

2 特別徴収義務者番号については、全銀協コードがあれば、下7桁に記入すること(なければ記入不要)。 
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－ 30 － 

別記第3号様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個 人 の 事 業

開 始

変 更

廃 止

申 告 書 

 

 県税事務所長 様 

 

 

 

 

 

 

年  月  日 

住 所 

(所在地)

 

氏 名 

(名 称)
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号             

電話番号  

 和歌山県税条例第 42条の 4 の規定により、申告します。 

事務所又は事業所の

所在地 
事 業 の 種 類

事業開始又は事務所若しく

は事業所の設置年月日
備 考 

        

        

        

注 

1 「個人番号」欄には、申告者の個人番号（行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律第 2 条第 5項に規定する個人番号をいう。）を記載すること。

2 2 箇所以上事務所又は事業所を有するときは、そのうち主たるものに○印を付すこと。

3 この申告をした事項に異動を生じた場合、事業を廃止した場合又は事務所若しくは事業

所を廃止した場合においては、その事実が発生した日から 10日以内にその旨を申告するこ

と。 
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別記第3号の2様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 人 の 事 業 開 始 申 告 書 

※ 

登録

区分 

  

  

 県税事務所長 様 

 年  月  日  

本 店 等

所 在 地

 

※住所コード   ※郵便番号   

フ リ ガ ナ   

法 人 名
  

※組織コード ―   

法 人 番 号              

代 表 者 印 

電 話 番 号   

和歌山県税条例第 42 条の 2第 1項の規定により、次のとおり申告します。 

設立(登記)年月日 年  月  日 主

た

る

営

業

種

目

  

資本(出資)金額   

事 業 年 度
自  ・ ・ 

至  ・ ・ 

自  ・ ・ 

至  ・ ・ 

事業所等の所在する

都 道 府 県 数

(本県を含む。) 

  ※  状態 対象税目

 法人種別 分割区分

 課税区分 主要法人 ※業種コード   

申告書の提出期限

の 延長の 承認等
事業税 

・ ・ の事業年度

・ ・ から 月間
県民税

・ ・ の事業年度

・ ・ から 月間

従たる事務所又は事

業所(支店・営業所・

出張所・工場等) 

名 称 
  

所 在 地 

  

※住所コード   電話  (  ) 

設置 年 月

日 
年  月  日 登記年月日 年  月  日

備 考 
  

注 

 1 この申告書は、和歌山県税事務所に提出すること。 

 2 既に本県内に事務所等の所在する法人が、更に本県内に事務所等を設置した場合には、提出を要しな

いこと。 

 3 「法人番号」欄には、申告者の法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律第 2条第 15 項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

 4 「従たる事務所又は事業所」の欄は他の都道府県に本店が所在する法人で本県内に事務所等を設置し

た場合にのみ記載すること。 

 5 ※印の欄は、記載を要しないこと。 

 6 この申告書に次の書類を添付すること。 

ア 登記事項証明書 1通 

イ 定款の写し 1 通 
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別記第3号の3様式（第13条関係） 

 （その1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法人の事業変更等申告書 

 

県税事務所長 様   
年  月  日  

本店等所在地   

フ リ ガ ナ   

法 人 名   

法 人 番 号      

代 表 者 印 

電 話 番 号   

 次のとおり変更したので、和歌山県税条例第42条の2第2項の規定により、申告します。 

変更した事項 変 更 後 変 更 前 
登記 

(変更) 
年 月 日 

      

・  ・ 

 

(  ・  ・  ) 

事務所又は事業所(本

店、支店、営業所、

出張所、工場等)の設

置及び廃止 

名 称 所 在 地 
設置 

廃止 
年 月 日 

    
設置 

廃止 
・  ・ 

    
設置 

廃止 
・  ・ 

    
設置 

廃止 
・  ・ 

解 散 

(合併解散を除く。)

清 算 人 の

住 所 氏 名

  
登記 

(解散) 
年 月 日 

(電話) ・  ・ 

(  ・  ・  ) 

合 併 
被合併法人の

所在地・名称

  
登記 

(合併) 
年 月 日 

  
・  ・ 

(  ・  ・  ) 

申告書の提出期限の

延長
事業税 

・ ・ の事業年度

・ ・ から 月間
県民税

・ ・ の事業年度

・ ・ から 月間

備 考   

注 

1 登記事項については、登記事項証明書又はその写しを添付すること。 

2 「法人番号」欄には、申告者の法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律第2条第15項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 
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別記第3号の3様式（第13条関係） 

 （その2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法人の事業変更等(連結納税承認)申告書 

  

年  月  日   

 県税事務所長 様  本店等所在地   

フ リ ガ ナ   

法 人 名   

法 人 番 号              

代 表 者 印  

電 話 番 号   

申告書提出法人 □連結親法人 □連結子法人 □時価評価法人である 

 次のとおり変更(地方税法第72条の13の規定による事業年度等の変更を含む。)したので、和歌山県税条

例第42条の2第2項の規定により、申告します。 

1 連結納税承認等に伴う事業年度等の事項 

①承認等の区分・事由 

(該当する箇所に○をすること。) 

② ①の事実が

発生した日 

①承認等の区分・事由 

(該当する箇所に○をすること。) 

② ①の事実が発

生した日 

ア 連結納税の承認を受けた 年 月 日キ □親法人□子法人が合併解散した 年 月 日 

イ 連結納税を開始した 年 月 日ク 分割型分割法人となった 年 月 日 

ウ 連結納税に加入した 年 月 日ケ 完全支配関係を有することになった 年 月 日 

エ 連結納税から離脱した 年 月 日コ 連結納税承認の取消処分を受けた 年 月 日 

オ 申請が却下された 年 月 日サ 連結納税の取りやめの承認を受けた 年 月 日 

カ □親法人□子法人が解散した 年 月 日シ その他(承認申請中等) 年 月 日 

③連結親法人の事業年度

(いずれか1つに記入して

ください。) 

Ⅰ 設立事業年度 自  年  月  日 至  年  月  日 

Ⅱ 設立翌事業年度 自  年  月  日 至  年  月  日 
関 与

税理士

氏 名

Ⅲ 最初連結事業年度 自  年  月  日 至  年  月  日 

Ⅳ 連結事業年度 自  年  月  日 至  年  月  日 

④みなし事業年度 

Ⅰ連結親法人 
□連結□単体 自  年  月  日 至  年  月  日 

 

電
話 

 
 

 
( 

 
) 

□連結□単体 自  年  月  日 至  年  月  日 

Ⅱ連結子法人 
□連結□単体 自  年  月  日 至  年  月  日 

□連結□単体 自  年  月  日 至  年  月  日 

2 連結親法人に関する事項(この申告書を提出する法人が連結子法人の場合に記入してください。) 

 フリガナ 本店所在地   

 法人名 決算期 月  日決算 設 立 年  月  日 

和歌山県内における主たる事務所等所在地   □事務所なし 

備考   

注 

1 「法人番号」欄には、申告者の法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第15項

に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

2 登記事項証明書又はその写しを添付すること。 
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別記第3号の4様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

租税条約に基づく申立てが行われた場合における法人の県民税・事業税の徴収猶予に係る 

担保提供書 

 

 県税事務所長 様 

年  月  日  

本店所在地   

和歌山県内の
主たる事務所
等所在地 

  

フ リ ガ ナ   

法 人 名   

法 人 番 号      

代表者氏名 印 

電 話 番 号   

 地方税法 
第55条の2 

第72条の39の2 
の規定により、次のとおり担保を提供します。 

担保さ

れる徴

収金  

事業年度 税 目 納期限 税 額 備 考 

      円   

          

          

          

担保される金額 円  

提供する担保財産   

担

保

財

産

の

表

示

所 有 者 

住所(所在地)   

氏名(名称及び

代表者氏名) 
  

内 容 

所 在 地   

名 称   

性 質   

数 量   

価 格 円  

 添 付 書 類 

供託書正 本             通 登 記 済 証            通 

登録済通知書             通 保 証 証 書            通 

登 録 済 証             通                  通 

備 考 
 

注 「法人番号」欄には、担保の提供をする者（納税義務者に限る。）の法人番号（行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第15項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 
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別記第3号の5様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

租税条約に基づく連結親法人の申立てが行われた場合における法人の県民税・事業税の 

徴収猶予に係る担保提供書 

 

 県税事務所長 様 

年  月  日  

本店所在地   

和歌山県内の
主たる事務所
等所在地 

  

フ リ ガ ナ   

法 人 名   

法 人 番 号      

代表者氏名 印 

電 話 番 号   

 地方税法 
第55条の4 

第72条の39の4 
の規定により、次のとおり担保を提供します。 

担保さ

れる徴

収金  

事業年度 税 目 納期限 税 額 備 考 

      円   

          

          

          

担保される金額 円 

提供する担保財産   

担

保

財

産

の

表

示

所 有 者 

住所(所在地)   

氏名(名称及び

代表者氏名) 
  

内 容 

所 在 地   

名 称   

性 質   

数 量   

価 格 円 

 添 付 書 類 

供託 書正本             通 登 記 済 証           通 

登録済通知書             通 保 証 証 書           通 

登 録 済 証             通                 通 

フリガナ   

連結親法人の法人名   

連結親法人の本店所在地   

備 考 

注 「法人番号」欄には、担保の提供をする者（納税義務者に限る。）の法人番号（行政手続における特定

の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第15項に規定する法人番号をいう。）を記載す

ること。 
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  受付印 
 整 理 番 号   

                       不 動 産 取 得 税 申 告 書 
 

県 税 事 務 所 長  様                    

 

年  月  日 

住 所(所在地)  

氏 名(名 称) 印 

生 年 月 日 年  月  日 

個人番号又は法人番号              

電 話 番 号  

和歌山県税条例第42条の19の規定により、次のとおり申告します。                    

 

家

屋 

前所有者又は建築による取得の場合は、
工事施工者 

住(居)所 
  

氏 名 
  

取得原因 新築・増築・売買・贈与・交換・その他(    ) 取得年月日 ・   ・ 登記年月日 ・   ・ 

所 在 地 家屋番号 構 造 用 途 
床 面 積

取 得 者 持 分 取得価格 
1階 1階外 合 計 

        
m2 m2 (   ) 

m2   ／ 円

        
m2 m2 (   ) 

m2   ／ 円

        
m2 m2 (   ) 

m2   ／ 円

上記の家屋が、在来住宅(母屋等)に附属する建物の新築又は増築である場合は、下記
の「既存あり」に○をし、そうでない場合は「既存なし」に○をすること。 

在来住宅の建築年月日 在来住宅の床面積 上記家屋との合計床面積 

・既存あり(右欄も記入すること。)     ・既存なし ・   ・ m2 m2

土

地

前 所 有 者 住(居)所   氏 名   
取得原因 売買・贈与・交換・その他(    ) 取得年月日 ・   ・ 登記年月日 ・   ・ 

所 在 地 番 地 目 地 積 取 得 者 持 分 取得価格 
     m2   ／ 円
     m2   ／ 円
     m2   ／ 円

備考 住宅には、家庭用物置、便所、車庫等の居宅と一体となって効用を果たす家屋も含むこと。 
(付記) 

 当該不動産の取得に係る不動産取得税について、和歌山県税条例 

第42条の15第1項(特例適用住宅の建築に係る特例控除) 
第42条の15第3項(耐震基準適合既存住宅の取得に係る特例控除) 
第42条の24第1項(新築特例適用住宅用土地に係る減額) 
第42条の24第2項(耐震基準適合既存住宅等用土地に係る減額) 
第42条の27の2第1項(耐震基準不適合既存住宅に係る減額) 

の適用を受けたいので申告します。 

 なお、不動産取得税の減額・還付については、関係資料を添えた上、別途、所定の様式により申請します。 
注 

1 「個人番号又は法人番号」欄には、申告者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法人の場合は法

人番号（同条第15項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

 なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 

2 不動産取得税の特例控除・減額に該当する場合は、該当する条項を○で囲むこと。 

3 平成28年3月31日までに長期優良住宅の普及の促進に関する法律第10条第2号に規定する認定長期優良住宅である住宅を新築した場合であって、和歌山県税条例第42条の15第1項の規定の適用を受けたいときは、認定

長期優良住宅であることを証する書類を添付すること。 
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被収用不動産等の代替不動産の取得に対する不動産取得税の減額申請書 

 県税事務所長 様 
年  月  日 

住 所 

(所在地) 

 

氏 名 

(名 称) 
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又

は法人番号
             

電話番号  

地方税法第 73 条の 27 の 3 第 3 項の規定により、被収用不動産等の代替不動産の取得に

対する不動産取得税の減額を申請します。 

代替取得不

動産の表示 

不

動

産

の

種

類 

家

屋 

所 在 地
  

家 屋 番 号
  

種類、構造

床 面 積

  

土 
地 

所 在 地、

地 番

  

地目、地積
  

納 税 通 知

書 番 号 

  
課税標準額

円
税 額

円

減額通知書

番 号 ※ 

  固定資産課

税台帳登録

価格 

円 減額を受

けようと

する税額

円

代替不動産

の取得年月

日 

年  月  日
被収用又は

譲渡年月日
年  月  日

備 考   

注 

1 この申請書は、不動産取得税の申告書と同時に又は不動産を収用され若しくは譲渡したと

きに提出すること。 

2 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者が個人の場合は個人番号（行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第 2条第 5項に規定する個人番号をい

う。）を記載し、法人の場合は法人番号（同条第 15 項に規定する法人番号をいう。）を記載

すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 

3 ※印欄は、記入を要しないこと。 

4 この申請書に不動産を収用され、又は譲渡した不動産の代替取得不動産であることを証明

する書類 1部を添付すること。 

5 被収用又は譲渡した不動産の固定資産課税台帳登録価格の証明書 1部を添付すること。 
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住宅の用に供する土地の取得に対する不動産取得税の減額・還付申請書 

年  月  日 

 県税事務所長 様 住 所

(所在地)

 

氏 名

(名 称)
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又

は法人番号
             

電話番号  

 次のとおり、和歌山県税条例 
第42条の24

第1項 

第2項 の規定による不動産取得税の
減額 

還付 
を申請します。 

第42条の27 第2項 

税額等 
納 税 番 号 税 額 納 期 限 納 付 日 

  円 年  月  日 年  月  日

取

得

不

動

産 

土

地 

所 在 地 地 番 地 目 地 積 

      m2

取 得 原 因 取 得 年 月 日 登 記 簿 受 付 日 

売買・その他(    ) 年  月  日 年  月  日

家

屋 

家 屋 番 号 種 別 床 面 積 住宅部分床面積 

  専用住宅・併用住宅・付属家屋 m2 m2

申 請 事 由 取 得 年 月 日 新 築 年 月 日 

新築・新築未使用・既存 年  月  日 年  月  日

還 付 先

金 融 機

関 

銀行 本店・支店 普通(総合)・当座 

口座番号 No. 
(フリガナ) 

名 義 人 

  

※
減
額
・
還
付
額 

和歌山県

税条例第

42条の24 

1 1,500,000×
100

3
＝                             45,000円

2 
土地1m 2当

たりの価格 
(    )×

住宅の

床面積
(    )×2 ×

100

3
＝            円

200m2を限度  

減額・還付する額   

注 

1 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法人の場合は法人番号（同

条第15項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 

2 ※印欄は、記入しないこと。 

 3 口座振替を請求される場合の口座は、あなたの名義のものに限ること。 

 4 この申請書に次の書類を添付すること。 

  ア 土地の譲渡契約書の写し 

  イ 住宅の登記事項証明書 

  ウ 土地の取得者と住宅の取得者が異なる場合は、土地の登記事項証明書 

  エ 耐震基準適合既存住宅を購入した場合は、和歌山県税条例第42条の15第7項に掲げる書類 
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別記第4号の2の3様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震基準不適合既存住宅の取得に対する不動産取得税の減額・還付申請書 

 

県税事務所長 様 

 

 

年  月  日 

 

 

住 所 

(所在地) 

 

氏 名 

(名 称) 
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又 

は法人番号 
             

電話番号  

 和歌山県税条例 
第42条の27の2第1項 

第42条の27の2第3項 
の規定により、次のとおり不動産取得税の 

減額 

還付 
を申請し 

ます。 

税額等 
納 税 番 号 税 額 納 期 限 納 付 日 

  円 年  月  日 年  月  日

取

得

不

動

産 

家

屋 

所 在 地 家屋番号 構 造 用 途 

       

床 面 積 取 得 原 因 取 得 年 月 日 

m2 売買・その他(   ) 年  月  日

新 築 年 月 日 耐震改修の完成年月日 居住の用に供する年月日 

年  月  日  年  月  日 年  月  日 

還付先

金融機

関 

銀行 本店・支店 普通(総合)・当座 

口座番号 No. 
(フリガナ) 

名 義 人 

  

※減額・還付する額   

注 

1 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法人の場合には法人

番号（同条第15項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 

2 ※印欄は、記入を要しないこと。 

3 口座振替を請求される場合の口座は、あなたの名義のものに限ること。 

4 この申請書に次の書類を添付すること。 

ア 耐震基準に適合することを証するに足りる書類 

イ 住宅を取得した者の自己の居住の用に供することを証明するに足りる書類 
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別記第4号の3様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

譲渡担保財産に係る不動産取得税還付申請書 

 県税事務所長 様 

 

 

年  月  日 

住 所 

(所在地)

 

氏 名 

(名 称)
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又

は法人番号
      

電話番号  

 地方税法第 73条の 27の 4第 4項及び和歌山県税条例第 42条の 27の 3第 6項の規定によ

り、譲渡担保財産に係る不動産取得税の還付を申請します。 

譲渡担保財産

設 定 者 

住 所
  

氏 名
  

譲 渡 担 保 財 産 設 定 年 月 日   年  月  日 

譲渡担保権者から譲渡担保財産の

設定者に当該譲渡担保を移転した

年月日 

  年  月  日 

譲渡担保財産の

表 示 

不

動

産

の

種

類

家

屋

・

土

地

所 在 地
  

家屋番号

地 番

  

床 面 積

地 積

  

種 類

地 目

  

還付を受けよう

とする徴収金額 
円 納税通知書番号 

  

納 付 年 月 日   年  月  日 

備 考 
  

注 

1 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律第 2条第 5項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法

人の場合は法人番号（同条第 15 項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 

2 「不動産の種類」欄の該当文字を○で囲むこと。 

3 この申請書に譲渡担保財産設定を証する書類を添付すること。 

4 譲渡担保財産により担保される債権の消滅を証する書類を添付すること。 
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 別記第4号の6様式から別記第5号の2様式までを次のように改める。 
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受付印 贈与により農地等を取得した場合の不動産取得税の徴収猶予申請書   

 県税事務所長 様 

 

 

年  月  日 

申 

請 

者 

住 所  

氏 名 印 

生年月日 年  月  日 

個人番号      

電話番号  

 和歌山県税条例附則第 8項の規定により、贈与により農地、採草放牧地及び準農地を取得

した場合における不動産取得税の徴収の猶予を申請します。 

前 所 有 者 

(贈与者) 

住 所 
  

氏 名 
  

贈与を受けた農 

地、採草放牧地及 

び準農地の明細 

所 在 地 番地

地 目 及 び

地 積 

農 地                   m2

採草放牧地                   m2

準 農 地                   m2

贈与を受け

た 年 月 日 
年   月   日 

徴収猶予を受け

ようとする税額 

納税通知書

番 号 
       年度 第    号 

課税標準額 円 

税 額 円 

備

考

(贈与者と受贈者の関係等) 

注 

1 この申請書は、当該農地、採草放牧地及び準農地の取得の日の属する年の翌年 3 月 15 日(当該取得に

係る不動産取得税について既に納税通知書が交付されているときは、当該納税通知書に記載された納期

限)までに提出すること。 

2 「個人番号」欄には、申請者の個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律第 2条第 5項に規定する個人番号をいう。）を記載すること。 
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別記第4号の7様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    
贈与により農地等を取得した場合の不動産取得税の徴収猶予 

期限の延長届出書  
受付印 

  

 県税事務所長 様 

  年  月  日 

 

 
(

受 

贈 

者) 

 

届 

出 

者 

住 所  

氏 名 印 

生年月日 年  月  日 

個人番号      

電話番号  

 和歌山県税条例附則第9項の規定により、贈与により農地、採草放牧地及び準農地を

取得した場合における不動産取得税について、引き続き徴収猶予期限の延長を届け出

ます。 

農地等の贈与を受けた年月日 年    月    日 

農 地 等 の 贈 与 者

住 所   

氏 名   

不
動
産
取
得
税
の
額 

徴収猶予の適用を受けた税額 ① 円

①のうち、この届出書の提出までに猶予

期限が確定した税額 
② 円

この届出書の提出により引き続いて徴収

猶予を受けようとする税額 ①－② 
③ 円

 徴収猶予の適用を受けた農地等については、    年   月   日に推

定相続人       に対して使用貸借による権利の設定をしたが、現在もそ

の農地等を推定相続人に引き続き使用させています。 

④

注 

 1 「個人番号」欄には、届出者（受贈者）の個人番号（行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人番号をい

う。）を記載すること。 

2 この届出書に次の書類を添付すること。 

ア 農業経営を引き続いて行っている旨の農業委員会の証明書 

(上記④に該当する場合には、その推定相続人が農業経営を引き続き行っている

旨及び届出者が推定相続人の営む農業に従事している旨の証明書) 

イ この届出書を提出する前3年間に特例農地等の異動があった場合には、その明細

書 
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贈与により農地等を取得した場合の不動産取得税の納税義務 

免除届出書  
受付印 

  

 

 県税事務所長 様 

 

 

 

 

 

  年  月  日 

 

届 

出 

者 

住 所  

氏 名 印 

生年月日 年  月  日 

個人番号      

電話番号  

 和歌山県税条例附則第10項の規定により、贈与により農地、採草放牧地及び準農地

を取得した場合における納税義務の免除を受けたいので届け出ます。 

死亡した受贈者

又は贈与者の別

及 び 氏 名 等 

住 所   

氏 名 (     者)

届出者との

続 柄 
  

死亡年月日 年    月    日 

不
動
産
取
得
税
の
額 

当初徴収猶予を受けた税額 ① 円

①のうち、この届出書の提出までに農地
等の譲渡等をしたため、既に徴収猶予の
期限が確定した税額 

② 円

この届出書により免除を受けようとする

税額 ①－② 
③ 円

備考   

注 

1 この届出書は、次に該当する人が提出すること。 

  ア 贈与者が死亡した場合 受贈者 

イ 受贈者が死亡した場合 贈与者又は当該受贈者の相続人(包括受遺者を含む。) 

2 「個人番号」欄には、届出者の個人番号（行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人番号をいう。）を記

載すること。 
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受付印 不動産取得税に係る特例適用等申告(申請)書 

 

 県税事務所長 様 

 

 

年  月  日 

申
告(

申
請)

者 

住 所 

(所在地)

 

氏 名 

(名 称)
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又

は法人番号
      

電話番号  

 今回取得した次の不動産について、地方税法第   条の    第   項の規定の

適用を受けたいので、申告(申請)します。 

住

宅 

所 在 地   

家 屋 番 号   

構 造   

延 床 面 積 m2

取 得 年 月 日 年   月   日 

取 得 の 原 因   

土

地 

所 在 地 ( 地 番 )   

地 目   

地 積 m2

取 得 年 月 日 年   月   日 

取 得 の 原 因   

住宅の取得(予定)

年月日 
年   月   日 

住宅の延床面積 m2

付
金
機 

還
先
融
関

銀行 本店・支店 普通(総合)・当座 

口座番号 No. 
(フリガナ)

名義人 

  

注 

1 「個人番号又は法人番号」欄には、申告（申請）者が個人の場合は個人番号（行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人番号をいう。）を記

載し、法人の場合は法人番号（同条第15項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 

2 還付先口座は、還付金が発生した場合に使用するので、あなた名義の口座を記入すること。 

3 地方税法その他の法令に添付書類が定められている場合には、当該書類を添付すること。 
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県たばこ税納期限延長申請書 

 

 

 和歌山県知事 様 

 

 

 

 

 

 

年  月  日 

 

 

住 所 

(所在地)

 

氏 名 

(名 称)
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又

は法人番号
             

電話番号  

 和歌山県税条例第 42 条の 35 の 6 の規定により、次のとおり県たばこ税の納期限の延長

を申請します。 

納期限の延長を受け

ようとする徴収金 

税 額               円 

月 分          年    月分 

法定納期限 年   月   日 

納期限の延長を受け

ようとする期間 

      年   月   日から 

                     日間 

      年   月   日まで 

納期限の延長を受け

ようとする理由 

  

提供する担保の種類

及び価格 

  

注 

1 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者が個人の場合は個人番号（行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人

番号をいう。）を記載し、法人の場合は法人番号（同条第 15 項に規定する法人番号をい

う。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 

2 この申請書には、納期限の延長を必要とする理由を証明するに足りる書類(売掛金明

細書等)を添付すること。 
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ゴルフ場利用税特別徴収義務者新規(変更・抹消)登録申請書 

 

県税事務所長 様 

 

年  月  日 

特
別
徴
収
義
務
者 

ゴ
ル
フ
場
利
用
税 

住 所 

(所在地) 

 

氏 名 

(名 称) 
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又

は法人番号
     

電話番号  

 和歌山県税条例第 42 条の 44 の規定により、次のとおり新規(変更・抹消)登録を申請しま

す。 

ゴ ル フ 場 の 名 称 
  

ゴルフ場の所在地 
〒 

電話番号           

ゴルフ場の所有者の

住所、氏名又は名称 

  特 別 徴 収 義

務者との関係

  

経 営 開 始 年 月 日 
  経 営 期 間

又は借受期間

  

ゴ ル フ 場 の 概 要 
  

ホ ー ル の 数        H 

利 用 料 金 その他の

課税対象

料 金

課税対象

以 外 の

料 金 

備 考グリーン

フィー 
平 日 土 曜 日 日 ・ 祭 日

ビジター 
円 円 円 円 円   

メンバー 
            

変 更 事 項   

注 

1 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律第 2条第 5項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法

人の場合は法人番号（同条第 15 項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 

2 変更登録の場合は、各事項を記入するほか、変更のあった事項及び変更を生じた年月日を変更事項

欄に記入すること。 

3 経営を譲り受けたときは、その譲渡人の署名を受けた上、提出すること。 

4 法人の場合は、登記事項証明書を添付すること。 
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受付印 
年  月分ゴルフ場利用税納入申告書 

    年  月  日 

義

務

者 

特
別
徴
収 

住  所 

（所 在 地）

 

 県税事務所長 様 

 

 

 

氏  名 

(名  称)
                       印 

生 年 月 日 年  月  日 

個人番号又

は法人番号
             

ゴ
ル
フ
場 

名 称
  

登録番号 第   号 

所 在 地
  

次のとおり申告します。 

申 告 納 入 税 額 金              円 

期 間        年  月  日から    年  月  日まで 

料 金 区 分 利用人員 ① 税 率 ② 税 額 ①×② 

円 人 円 円

        

        

        

        

        

計 
      

納入 ( 予定 )年月日              年    月    日 

備

考

  

通 信

日付印 
年   月   日

精

査

  台

帳
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 （裏面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  年  月ゴルフ場利用税納入申告日別内訳表 

区
分 

日
別

料 金 別 利 用 人 員 

税 額
業務利
用人員

非課税利用人員 

備 考円 円 円 円 円 円
計 

18 歳
未満

70 歳
以上

障害
者  

国体
等  

学生
等  

1 人 人 人 人 人 人 人 円 人 人 人 人 人 人   

2                               

3                               

4                               

5                               

6                               

7                               

8                               

9                               

10                               

11                               

12                               

13                               

14                               

15                               

16                               

17                               

18                               

19                               

20                               

21                               

22                               

23                               

24                               

25                               

26                               

27                               

28                               

29                               

30                               

31                               

計                               

注 「個人番号又は法人番号」欄には、申告者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第

2条第 5項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法人の場合は法人番号（同条第 15 項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 
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 別記第5号の4様式を次のように改める。 
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ゴルフ場利用税の税率軽減承認申請書 

 

 県税事務所長 様 

 

 

 

 

 

年  月  日 

申 

請 

者 

住 所 

(所在地) 

 

氏 名 

(名 称) 
印 

生年月日  

個人番号又 

は法人番号 
      

代表者氏名  

電話番号  

下記のゴルフ場の利用について、和歌山県税規則第 7条の 3第 1項の規定により、税率軽

減を申請します。 

記 

ゴルフ場の

所在地 

  
等級 級

ゴルフ場の

名称 

  
税額 円

軽減料金等 種 別   

曜 日 等 

通常の利用料金 

      (円) 
軽減料金(円) 軽 減 率(％) 

会 員 非 会 員 会 員 非 会 員 会 員 非 会 員

平 日             

土 曜 日             

日曜・祝日             

軽 減 期 間    年  月  日から   年  月  日まで 

備 考   

注 

1 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律第 2条第 5項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法

人の場合は法人番号（同条第 15 項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 

2 軽減料金等の種別の欄には、早朝利用、国民体育大会等の競技又は指定練習等具体的な種別を記入

すること。 

3 備考の欄には、早朝利用等の場合は利用させる方法等を、国民体育大会等の利用の場合は競技会名、

利用人数等を記入すること。 
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 別記第8号様式を次のように改める。 
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  台帳整理番号   

鉱 区 税 申 告 書 

 県税事務所長 様 

 

年  月  日 

住所(所在地)  

氏名(名 称) 印 

生 年 月 日 年  月  日 

個人番号又 

は法人番号 
             

電 話 番 号  

 和歌山県税条例第 78 条の規定により、次のとおり申告します。 

県内における事

務所又は事業所 

所 在 地   

名 称   

鉱 区 の 所 在 地 鉱区の種類 登録番号 面 積 存続期間 
納 税 義 務 の 発 生 又 は 消 滅 

区 別 年 月 日 理 由 

      アール         

                

                

                

                

注 

1 「個人番号又は法人番号」欄には、申告者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第 2条第 5項に

規定する個人番号をいう。）を記載し、法人の場合は法人番号（同条第 15項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 

2 この申告をした事項に異動を生じた場合においては、異動を生じた日から 7日以内にその旨を申告すること。 
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 別記第9号の2様式から別記第9号の4様式までを次のように改める。 
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別記第9号の2様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

譲渡担保財産に係る徴収猶予申告書 

 

和歌山県知事 様 

 

 

 

 

 

年  月  日 

住 所 

(所在地)

 

氏 名 

(名 称)
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又

は法人番号
      

電話番号  

 地方税法第 125 条第 2 項及び和歌山県税条例第 51 条第 2 項の規定により、譲渡担保財産

に係る自動車取得税の徴収猶予を申告します。 

譲渡担保財産 

設 定 者
 

住 所 
  

氏 名 
  

譲渡担保財産設定年月

日 
年  月  日 

譲渡担保財産(当該自動

車)の取得年月日 
年  月  日 

譲 渡 担 保 財 産

(当 該 自 動 車)

の 表 示 

登 録 番 号

車両番号又は標

識番号 

  

車 名   

型 式 型   年式

車 台 番 号   

種 別 普    軽    その他 

課 税 標 準 額 

自動車取得税申告

書記載額 

円   

  

税 額 

自動車取得税申告

書記載額 

円   

  

備 考   

注 

1 この申告書は、自動車取得税申告書と共に提出すること。 

2 「個人番号又は法人番号」欄には、申告者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人を

識別するための番号の利用等に関する法律第 2 条第 5 項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法人

の場合は法人番号（同条第 15 項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 

3 この申告書には、譲渡担保財産設定を証する書類を添付すること。 
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別記第9号の3様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

譲渡担保財産に係る自動車取得税の還付申請書 

 

和歌山県知事 様 

 

 

 

 

年  月  日 

住 所 

(所在地)

 

氏 名 

(名 称)
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又

は法人番号
      

電話番号  

 地方税法第 125 条第 6項及び和歌山県税条例第 51 条第 6項の規定により、譲渡担保財産

に係る自動車取得税の還付を申請します。 

譲渡担保財産

設 定 者 

住 所 
  

氏 名 
  

譲渡担保財産設定年月日       年   月   日 

譲渡担保権者から譲渡担

保財産の設定者に当該自

動車を移転した年月日 

      年   月   日 

譲 渡 担 保 財 産 

 

(当 該 自 動 車) 

の 表 示 

登 録 番 号

車両番号又は標

識番号 

  

車 名
  

型 式      型   年式

車 台 番 号
  

種 別 普     軽     その他 

還付を受けようとす

る徴収金額(既に納

付した金額) 

円 納 付 書 番 号 

  

納 付 年 月 日       年   月   日 

備 考 
  

注 

1 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律第 2条第 5項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法

人の場合は法人番号（同条第 15 項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 

2 この申請書には、譲渡担保財産設定を証する書類を添付すること。 
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別記第9号の4様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性能不良等による自動車取得税の還付申請書 

 

 和歌山県知事 様 

 

 

 

年  月  日 

住 所 

(所在地)

 

氏 名 

(名 称)
印 

電話番号  

 地方税法第 126 条及び和歌山県税条例第 52 条の規定により、性能不良等による自動車取

得税の還付を申請します。 

取 得 年 月 日 年   月   日 

返 還 年 月 日 年   月   日 

返 還 の 理 由 

なるべく具体的に記

入してください。 

  

自動車登録番号、車

両番号又は標識番号 

還付を受けようとする税額 
普通車・軽自動車の別

既 納 付 額 納 付 書 番 号

  
円 第      号 普 ・ 軽 

当 該 自 動 車 の 内 容 

車 名 
  

乗 車 定 員 人(   人)

型 式 型   年式 最 大 積 載 量 トン(  トン)

車 台 番 号 
  総 排 気 量 又 は

定 格 出 力

リ ッ ト ル

キロワット

原 動 機 型 式 
  

軸距
ホイル

ベース 

      ・ 

      m 

形 状 

  軽 自 動 車 の 四

輪、三輪の別及

び型式認定番号

  

注 返還を証明するに足る書類を添付すること。 
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－ 58 － 

 別記第10号の2様式（その1）を次のように改める。 

 



    和歌山県報  号外（2） 平成 27 年 12 月 25 日（金曜日） 

－ 59 － 

別記第10号の2様式（第13条関係） 

 （その1）                （表面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

登 録 番 号 登 録 証 票 番 号 台 帳 手 入 年 月 日 

※第     号 ※第   号～第   号 ※  年  月  日 

軽油引取税特別徴収義務者登録申請書 

 

県税事務所長 様 

 

 

 

 

 

年  月  日 

 

特

別

徴

収

義

務

者

軽

油

引

取

税

住 所 

(所在地) 

 

氏名(名称及び

代表者氏名) 
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又 

は法人番号 
             

電話番号  

和歌山県税条例第 58 条の 10 の規定により、次のとおり申請します。 

特約業者の指定を受けた都

道府県及びその指定年月日 

  都・道

府・県
年   月   日

特約契約を締結した元売業

者及びその締結年月日 
年   月   日

納 入 を 受 け る 者

(県内に事務所又は

事業所がない場合)

住 所 

  
氏名又

は名称

  

 

県内に所在する事務所又は事業所の概要   

所 在 地 
  

名 称
  

代表者氏名 
  

事業開始年月日 年  月  日

扱
油
品
蔵
備
要 

取
石
製
貯
設
概 

種 別 最大貯蔵能力 
危険物貯蔵所

許可番号 
同左許可年月日

給

油

施

設

概

要 

型 式 数 

    第    号 年 月 日     

    第    号 年 月 日     

    第    号 年 月 日     

    第    号 年 月 日     

    第    号 年 月 日     
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－ 60 － 

 

（裏面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内に所在する事務所又は事業所の概要   

所 在 地   名 称   

代表者氏名   事業開始年月日 年  月  日

扱

油

品

蔵

備

要 

取

石

製

貯

設

概 

種 別 最大貯蔵能力 
危険物貯蔵所

許可番号 
同左許可年月日 給

油

施

設

概

要 

型 式 数 

    第    号 年 月 日     

    第    号 年 月 日     

    第    号 年 月 日     

    第    号 年 月 日     

    第    号 年 月 日     

 

所 在 地   名 称   

代表者氏名   事業開始年月日 年  月  日

扱

油

品

蔵

備

要

取

石

製

貯

設

概

種 別 最大貯蔵能力 
危険物貯蔵所

許可番号 
同左許可年月日 給

油

施

設

概

要

型 式 数 

    第    号 年 月 日     

    第    号 年 月 日     

    第    号 年 月 日     

    第    号 年 月 日     

    第    号 年 月 日     

 

所 在 地   名 称   

代表者氏名   事業開始年月日 年  月  日

扱

油

品

蔵

備

要

取

石

製

貯

設

概

種 別 最大貯蔵能力 
危険物貯蔵所

許可番号 
同左許可年月日 給

油

施

設

概

要

型 式 数 

    第    号 年 月 日     

    第    号 年 月 日     

    第    号 年 月 日     

    第    号 年 月 日     

    第    号 年 月 日     

 

備 考   

  

注 

1 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律第 2条第 5項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法

人の場合は法人番号（同条第 15 項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 

2 ※印の欄は、記載しないこと。 

3 「県内に所在する事務所又は事業所の概要」欄及び「納入を受ける者」欄は、それぞれ別葉として

増やすことができること。 
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 別記第10号の2様式（その2）中「事務所の」を「事業所の」に改める。 

 別記第10号の2の2様式を次のように改める。 
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別記第10号の2の2様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

登 録 番 号 登 録 証 票 番 号 台 帳 手 入 年 月 日 
＊ 
第      号 

＊ 
第    号～第    号 

＊
年  月  日 

軽油引取税特別徴収義務者
登録事項変更

登 録 消 除
申請書 

 

県税事務所長 様  

 

 

 

 

 

年  月  日 

特

別

徴

収

義

務

者

軽

 

油

 

引

 

取

 

税

住 所 

(所在地) 

 

氏名(名称及び

代表者氏名) 
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又 

は法人番号 
             

電話番号  

  和歌山県税条例第 58 条の 10 の規定により、次のとおり
登録事項変更 

登 録 消 除 
の申請をしま

 す。 

   登 録 事 項 の 変 更    

変更を生じた年月日 年    月    日 

変 更 後 
  

変 更 前 
  

   登 録 の 消 除    

消除の理由が生じた年
月日 

年    月    日 

消 除 の 理 由 
  

   備 考    

  

注 

1 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律第 2条第 5項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法

人の場合は法人番号（同条第 15 項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 

2 ＊印の欄は、記載しないこと。 

3 新たに事務所又は事業所の事業を開始した場合は、別記第 10 号の 2 様式(その 2)に必要事項を記載

の上、この申請書に添付すること。 

4 県内に事務所又は事業所が所在しない場合で、和歌山県税条例第 58 条の 10 第 1 項の規定により、

特別徴収義務者として登録をした者にあっては、登録事項とは別に納入を受ける者が発生した場合は、

別記第 10 号の 2様式(その 3)に必要事項を記載の上、この申請書に添付して、その納入の事実が生じ

た日の翌月末日までに提出すること。 
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 別記第10号の2の4様式を次のように改める。 
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別記第10号の2の4様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

販売契約解除に伴う軽油返還届出書 

 

県税事務所長 様 

 

年  月  日 

 

 

特
別
徴
収
義
務
者 

住 所 

(所在地) 

 

氏 名 

(名 称) 
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又 

は法人番号 
             

電話番号  

 次のとおり、販売契約の解除により返還があったので、和歌山県税条例第 58 条の 18 の規

定により、届け出ます。 

事務所又は事業所の所在地

及 び そ の 代 表 者 の 氏 名 

  

軽油の引取年月日及び数量 年    月    日    リットル

販 売 契 約 解 除 年 月 日 年    月    日 

返 還 年 月 日 及 び 数 量 年    月    日    リットル

販 売 契 約 解 除 の 理 由 

  

注 「個人番号又は法人番号」欄には、届出者が個人の場合は個人番号（行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第 2条第 5項に規定する個人

番号をいう。）を記載し、法人の場合は法人番号（同条第 15 項に規定する法人番号をい

う。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 
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－ 65 － 

 別記第10号の2の7様式を次のように改める。 
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別記第10号の2の7様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

軽油引取税減免申請書 

 

 県税事務所長 様 

 

 

 

年  月  日 

 

 

申 

請 

人 

住 所 

(所在地) 

 

氏 名 

(名 称) 
印 

生年月日 年  月  日 

個人番号又 

は法人番号 
             

電話番号  

 和歌山県税条例第 58 条の 27 の規定により、次のとおり減免を受けたいので申請します。

年 度 月 別 
課 税

標 準 量
税 額

減免を受

けようと

する税額

減免を受けようと

する理由 

    
リットル 円 円

  

            

            

注 

1 「個人番号又は法人番号」欄には、申請人が個人の場合は個人番号（行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人

番号をいう。）を記載し、法人の場合は法人番号（同条第 15 項に規定する法人番号をい

う。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を１文字空けて記載すること。 

 2 この申請書には、天災その他特別の事情があることを証明する書類を添付すること。 
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 別記第16号の7様式（その2）及び別記第16号の9様式（その2）中「法人番号」を「管理番号」に改め

る。 

 別記第16号の33様式から別記第16号の36様式までを次のように改める。 
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別記第16号の33様式（第14条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県民税配当割
更正 
決定 

通知書 
  年 度   

整理番号   

 住所 
 
 
 名称          様 

区 分
更正(決定)による額 既に確定

した税額 

差 引

不足税額 

加 算 金 

課税標準額 税 額 種 類 率 金 額

  円 円 円 円   ％ 円

配当等の種類                   

 地方税法第71条の32及び第71条の の規定により、右のとおり
更正

決定
した

                

        

ので指定納期限までに納入されたく通知します。                 

 なお、不足税額については、法定納期限の翌日から納入の日までの日数に
応じ、年14.6％(指定納期限までの期間又は当該納期限の翌日から1月を経過
する日までの期間は、年7.3％)の割合(注)を乗じて計算した金額の延滞金を
加算して納入してください。この場合における年当たりの割合は、閏年を含
む期間についても、365日当たりの割合です。 
(注)平成12年1月1日から平成25年12月31日までの期間については、当該期間
の属する各年中においては、年7.3％の割合にあっては、その年の前年の
11月30日を経過する時における日本銀行法第15条第1項第1号の規定によ
り定められる商業手形の基準割引率に年4％の割合を加算した割合となり
ます。平成26年1月1日以後の期間については、当該期間の属する各年の前
年に租税特別措置法第93条第2項の規定により告示された割合に年1％の
割合を加算した割合(以下「特例基準割合」という。)が年7.3％の割合に
満たない場合には、その年(以下「特例基準割合適用年」という。)中にお
いては、年14.6％の割合にあっては当該特例基準割合適用年における特例
基準割合に年7.3％の割合を加算した割合と、年7.3％の割合にあっては
当該特例基準割合に年1％の割合を加算した割合(当該加算した割合が年
7.3％の割合を超える場合には、年7.3％の割合)となります。 

                

                

                

                

                

                

不 足 税 額 計 円

加 算 金 の 計 円

合 計(納めるべき額) 円

  

お 知 ら せ

 この処分について不服があるときは、この通知書の送達を受けた日
の翌日から起算して60日以内に知事に審査請求をすることができま
す。審査請求書は、なるべく所轄の県税事務所長を経由して提出して
ください。この処分の取消しを求める訴えは、前記の審査請求に係る
裁決の送達を受けた日の翌日から起算して6か月以内に県を被告とし
て(知事が被告の代表者となります。)提起できることとされていま
す。 
なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た

後でなければ提起することができないとされていますが、①審査請求
があった日から3か月を経過しても裁決がないとき、②処分、処分の
執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必
要があるとき、③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があると
きは、裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができま
す。 

  指定納期限   

  

更正(決定)の理由   

 

     年  月  日 

 

 

 

県税事務所長 印 
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別記第16号の34様式（第14条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         県民税配当割不申告加算金決定通知書 

住所 

名称 

                 様 

配 当 等 の 種 類

  

  

 地方税法第71条の35の規定により、次のとおり決定しましたので指定納期限までに納付

されるよう通知します。 

区 分 申告書提出期限 申告書提出日 申 告 税 額 
不 申 告 加 算 金

率 金 額

      円 ％ 円

            

            

            

            

            

合 計  (納付すべき額) 円

 

  指定納期限   

決定の理由   

      年  月  日 

県税事務所長 印 

お 知 ら せ 

 この処分について不服があるときは、この通知書の送達を受けた日の翌

日から起算して60日以内に知事に審査請求をすることができます。審査請

求書は、なるべく所轄の県税事務所長を経由して提出してください。この

処分の取消しを求める訴えは、前記の審査請求に係る裁決の送達を受けた

日の翌日から起算して6か月以内に県を被告として(知事が被告の代表者と

なります。)提起できることとされています。 

なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後で

なければ提起することができないとされていますが、①審査請求があった

日から3か月を経過しても裁決がないとき、②処分、処分の執行又は手続の

続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、③その

他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときは、裁決を経ないでも処

分の取消しの訴えを提起することができます。 
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別記第16号の35様式（第14条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県民税株式等譲渡所得割
更正 
決定 

通知書 
  年 度   

整理番号   

 住所 
 
 
 名称          様 

区 分
更正(決定)による額 既に確定

した税額 

差 引

不足税額 

加 算 金 

課税標準額 税 額 種 類 率 金 額

  円 円 円 円   ％ 円

                   

 地方税法第71条の52及び第71条の の規定により、右のとおり
更正

決定
した

                

ので指定納期限までに納入されたく通知します。                 
 なお、不足税額については、法定納期限の翌日から納入の日までの日数に
応じ、年14.6％(指定納期限までの期間又は当該納期限の翌日から1月を経過
する日までの期間は、年7.3％)の割合(注)を乗じて計算した金額の延滞金を
加算して納入してください。この場合における年当たりの割合は、閏年を含
む期間についても、365日当たりの割合です。 
(注)平成12年1月1日から平成25年12月31日までの期間については、当該期間
の属する各年中においては、年7.3％の割合にあっては、その年の前年の
11月30日を経過する時における日本銀行法第15条第1項第1号の規定によ
り定められる商業手形の基準割引率に年4％の割合を加算した割合となり
ます。平成26年1月1日以後の期間については、当該期間の属する各年の前
年に租税特別措置法第93条第2項の規定により告示された割合に年1％の
割合を加算した割合(以下「特例基準割合」という。)が年7.3％の割合に
満たない場合には、その年(以下「特例基準割合適用年」という。)中にお
いては、年14.6％の割合にあっては当該特例基準割合適用年における特例
基準割合に年7.3％の割合を加算した割合と、年7.3％の割合にあっては
当該特例基準割合に年1％の割合を加算した割合(当該加算した割合が年
7.3％の割合を超える場合には、年7.3％の割合)となります。 

                

                

                

                

                

                

不 足 税 額 計 円

加 算 金 の 計 円

合 計(納めるべき額) 円

  

お 知 ら せ

 この処分について不服があるときは、この通知書の送達を受けた日
の翌日から起算して60日以内に知事に審査請求をすることができま
す。審査請求書は、なるべく所轄の県税事務所長を経由して提出して
ください。この処分の取消しを求める訴えは、前記の審査請求に係る
裁決の送達を受けた日の翌日から起算して6か月以内に県を被告とし
て(知事が被告の代表者となります。)提起できることとされていま
す。 
なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た

後でなければ提起することができないとされていますが、①審査請求
があった日から3か月を経過しても裁決がないとき、②処分、処分の
執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必
要があるとき、③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があると
きは、裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができま
す。 

  指定納期限   

  

更正(決定)の理由   

 

     年  月  日 

 

 

 

県税事務所長 印 
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別記第16号の36様式（第14条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         県民税株式等譲渡所得割不申告加算金決定通知書 

住所 
 

 

名称 

                 様 

  地方税法第71条の55の規定により、次のとおり決定しましたので指定納期限までに納

付されるよう通知します。 

区 分 
申 告 書 提 出

期 限 
申告書提出日 申 告 税 額 

不 申 告 加 算 金

率 金 額

      円 ％ 円

            

            

            

            

            

合 計  (納付すべき額) 円

 

  指定納期限   

決定の理由   

      年  月  日 

県税事務所長 印 

お 知 ら せ 

 この処分について不服があるときは、この通知書の送達を受けた日の翌

日から起算して60日以内に知事に審査請求をすることができます。審査請

求書は、なるべく所轄の県税事務所長を経由して提出してください。この

処分の取消しを求める訴えは、前記の審査請求に係る裁決の送達を受けた

日の翌日から起算して6か月以内に県を被告として(知事が被告の代表者

となります。)提起できることとされています。 

なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後で

なければ提起することができないとされていますが、①審査請求があった

日から3か月を経過しても裁決がないとき、②処分、処分の執行又は手続

の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、③そ

の他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときは、裁決を経ないでも

処分の取消しの訴えを提起することができます。 
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 別記第17号様式及び別記第18号様式中「法人番号」を「管理番号」に改める。 

第2条 和歌山県税規則の一部を次のように改正する。 

 第5条の2の見出しを「（徴収猶予の申請手続等）」に改め、同条中「同条第3項」を「同条第4項」に

改め、同条を同条第4項とし、同条に第1項から第3項までとして次の3項を加える。 

  条例第10条の2第1項第5号及び第5項第4号に規定する規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

（1）分割納付又は分割納入の方法により納付又は納入を行うかどうかの別（分割納付又は分割納入の

方法により納付又は納入を行う場合にあっては、分割納付又は分割納入の各納付期限又は各納入期

限及び各納付期限又は各納入期限ごとの納付金額又は納入金額を含む。） 

（2）猶予を受けようとする金額が50万円を超え、かつ、猶予期間が3月を超える場合には、提供しよう

とする法第16条第1項各号に掲げる担保の種類、数量、価額及び所在（その担保が保証人の保証であ

るときは、保証人の氏名及び住所又は居所）その他担保に関し参考となるべき事項（担保を提供す

ることができない特別の事情があるときは、その事情） 

（3）猶予を受けようとする者の住所、氏名又は名称及び個人番号（行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第2条第5項に規定する個人番号を

いう。）又は法人番号（同条第15項に規定する法人番号をいう。）（個人番号又は法人番号を有し

ない者にあっては、住所及び氏名又は名称） 

2 条例第10条の2第2項第4号及び第4項第2号に規定する規則で定める書類は、猶予を受けようとする日

前1年間の収入及び支出の実績並びに同日以後の収入及び支出の見込みを明らかにする書類とする。 

3 条例第10条の2第3項第3号に規定する規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

（1）第1項第1号から第3号までに掲げる事項 

（2）法第15条第2項の申請をやむを得ない理由によりその徴収金の納期限後にする場合には、その理由 

 第5条の2に次の2項を加える。 

5 県税事務所の長は、法第15条の3第2項の弁明を聞くときは、納税者又は特別徴収義務者に弁明通知

書により通知しなければならない。 

6 前項の通知を受けた納税者又は特別徴収義務者は、弁明書を県税事務所の長に提出しなければなら

ない。 

 第5条の2の2及び第5条の2の3を次のように改める。 

 （職権による換価の猶予の手続等） 

第5条の2の2 条例第10条の3第3項第2号に規定する規則で定める書類は、次に掲げる書類とする。 

（1）前条第2項に規定する書類 

（2）換価の猶予に係る納付（入）誓約書 

2 県税事務所の長は、法第15条の5第1項若しくは同条第2項において読み替えて準用する法第15条第4

項の規定により職権による換価の猶予をする場合又は法第15条の5の3第2項において読み替えて準用す

る法第15条の3第1項（第5号を除く。）の規定により職権による換価の猶予を取り消す場合においては、

それぞれ換価の猶予通知書又は換価の猶予取消通知書により通知しなければならない。 

 （申請による換価の猶予の申請手続等） 

第5条の2の3 条例第10条の4第4項第3号及び第6項第2号に規定する規則で定める事項は、次に掲げる事

項とする。 

（1）第5条の2第1項第2号及び第3号に掲げる事項 

（2）分割納付又は分割納入の各納付期限又は各納入期限及び各納付期限又は各納入期限ごとの納付金

額又は納入金額 

2 条例第10条の4第5項第2号に規定する規則で定める書類は、第5条の2第2項に掲げる書類とする。 

3 県税事務所の長は、法第15条の6第1項若しくは同条第3項において読み替えて準用する法第15条第4

項の規定による申請による換価の猶予をする場合又は法第15条の6の3第2項において読み替えて準用す
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る法第15条の3第1項の規定により換価の猶予を取り消す場合においては、それぞれ換価の猶予通知書

又は換価の猶予取消通知書により通知しなければならない。 

 第5条の3の4に次の1号を加える。 

（5）日本赤十字社に対する寄附金（県内に事務所を有する日本赤十字社の支部において収納されたも

のに限る。） 

 第13条第1号の6の次に次の1号を加える。 

（1）の6の2 換価の猶予（期間延長）申請書 別記第1号の6の2様式 

 第14条第1項第6号の7の次に次の2号を加える。 

（6）の7の2 徴収（換価の）猶予の納税計画変更通知書 別記第16号の7の2様式 

（6）の7の3 徴収猶予（期間延長）申請書及び添付書類に関する補正通知書 別記第16号の7の3様式 

 第14条第1項第6号の10の次に次の2号を加える。 

（6）の10の2 換価の猶予（期間延長）承認（不承認）通知書 別記第16号の10の2様式 

（6）の10の3 換価の猶予（期間延長）申請書及び添付書類に関する補正通知書 別記第16号の10の3

様式 

 別記第1号の3様式（その1）を次のように改める。 
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別記第1号の3様式（第13条関係） 

 （その1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

注 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律第 2 条第 5 項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法人の場合は法人番

号（同条第 15 項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を 1 文字空けて記載すること。 

徴収猶予（期間延長）申請書 

 
県税事務所長 様 

 年  月  日 

 住 所
(所在地)   

氏 名
(名 称)  

生年月日 年  月  日

個人番号又

は法人番号

      

電話番号  
地方税法第 15 条の規定により、次のとおり徴収猶予（期間延長）の申請をします。 

納
付
す
べ
き
徴
収
金 

年度 税 目 納期限 税 額 延 滞 金 額 加 算 金 額 滞納処分費 合 計 備 考

   円 法律による金額

円

円 法律による金額

円

円  

    〃 〃  

    〃 〃  

    〃 〃  

上記のうち、猶予を受けよう
とする金額 

 
〃 〃  

猶 予 該 当 
事実の詳細 

 

 

 
一時に納付 
することが 
できない事 
情 の 詳 細 

 

 

 

納
税
計
画 

納付(入)年月日 納付(入)金額 納付(入)年月日 納付(入)金額 納付(入)年月日 納付(入)金額

 円  円 円

  
  
  
猶予期間   年  月  日から     年  月  日まで   月間 

担 保 
□ 有 

 
□ 無 

担保財産の詳細又は
提供できない特別の
事情 

 
 

添 付 す
る 書 類

□ 猶予該当事実証明書類 □ 財産収支状況書 □ 収支の明細書 □ 財産目録 
□ 担保関係書類 （□ 担保提供書 □ 抵当権設定登記承諾書 □ 納税保証書 

  □ その他） 



    和歌山県報  号外（2） 平成 27 年 12 月 25 日（金曜日） 

－ 75 － 

 別記第1号の4様式中「第15条の2第2項」を「第15条の2の3第2項」に改める。 

 別記第1号の6様式を次のように改める。 
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別記第1号の6様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

換価の猶予に係る納付(入)誓約書 

 
 県税事務所長 様 

年  月  日

 

住 所
所在地

 

氏 名
名 称

 

電話番号    （  ） 

わたくしが納付(入)すべき次の徴収金については、次の理由によりその納付(入)が遅延してお
りますが、以下の計画を御認容くだされば指定金融機関、指定代理金融機関又は収納代理金融
機関から期限までに完納することを誓約します。 

なお、新しく発生する県税は必ず納期限内に完納します。万一これを履行しなかったときは、
滞納処分を受けても異議はありません。 

納
付
す
べ
き
徴
収
金 

年度 税 目 納期限 税 額 延 滞 金 額 加 算 金 額 滞納処分費 合 計 備 考

   円 法律による金額

円

円 法律による金額

円

円  

    〃 〃  

    〃 〃  

    〃 〃  

未
納
の
理
由

 

 

 

 

納
税
計
画 

納付(入)年月日 納付(入)金額 納付(入)年月日 納付(入)金額 納付(入)年月日 納付(入)金額

 円  円 円

  

  

  

猶予期間   年  月  日から     年  月  日まで   月間 

担 保 
□ 有 

 
□ 無 

担保財産の詳細又は
提供できない特別の
事情 

 
 

添 付 す
る書類 

□ 財産収支状況書 □ 収支の明細書 □ 財産目録
□ 担保関係書類 （□ 担保提供書 □ 抵当権設定登記承諾書 □ 納税保証書 

□ その他） 
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 別記第1号の6様式の次に次の1様式を加える。 
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別記第1号の6の2様式（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 「個人番号又は法人番号」欄には、申請者が個人の場合は個人番号（行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律第 2 条第 5 項に規定する個人番号をいう。）を記載し、法人の場合は法人番

号（同条第 15 項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。 

なお、個人番号を記載する場合は、左側を 1 文字空けて記載すること。 

換価の猶予（期間延長）申請書 

 
県税事務所長 様 

 年  月  日

 住 所
(所在地)   

氏 名
(名 称)  

生年月日 年  月  日

個人番号又

は法人番号

      

電話番号  
地方税法第 15 条の 6 の規定により、次のとおり換価の猶予（期間延長）の申請をします。

納
付
す
べ
き
徴
収
金 

年度 税 目 納期限 税 額 延 滞 金 額 加 算 金 額 滞納処分費 合 計 備 考

   円 法律による金額

円

円 法律による金額

円

円 

    〃 〃  

    〃 〃  

    〃 〃  

上記のうち、猶予を受けよう
とする金額 

 
〃 〃  

一時に納付
することに
より事業の
継続又は生
活の維持が
困難となる
事情の詳細 

 

 

 

 

 

 

納
税
計
画 

納付(入)年月日 納付(入)金額 納付(入)年月日 納付(入)金額 納付(入)年月日 納付(入)金額

 円  円 円

  

  

  

猶予期間   年  月  日から     年  月  日まで   月間 

担 保 
□ 有 

 
□ 無 

担保財産の詳細又は
提供できない特別の
事情 

 
 

添 付 す
る 書 類

□ 猶予該当事実証明書類 □ 財産収支状況書 □ 収支の明細書 □ 財産目録 
□ 担保関係書類 （□ 担保提供書 □ 抵当権設定登記承諾書 □ 納税保証書 

  □その他） 
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 別記第16号の7様式（その1）を次のように改める。 
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別記第16号の7様式（第14条関係） 

 （その1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

 1 この通知書は、法第 15 条の 2 の 2 の規定による通知について使用する。 

 2 「お知らせ」欄には、申請のとおり承認した場合は、記載しないこと。 

徴収猶予(期間延長)承認(不承認)通知書 

年  月  日 

          様 
県税事務所長 氏 名 印 

    年  月  日付けで徴収猶予(期間延長)申請があったあなた(貴社)の県税について
は、申請のとおり(下記のとおり変更して)承認しましたから(下記の理由により承認できませ
んので)、地方税法第 15 条の 2 の 2 の規定により通知します。 

記 

猶
予
（
申
請
）
税
額 

年度 税目 納期限 税 額 延 滞 金 額 加 算 金 額 滞納処分費 合 計 備 考

   円 法律による金額

円

円 法律による金額

円

円 

    〃 〃   

    〃 〃   

    〃 〃   

納
税
計
画 

納付(入)年月日 納付(入)金額 納付(入)年月日 納付(入)金額 納付(入)年月日 納付(入)金額

 円  円 円

   

   

   

猶予期間   年  月  日から     年  月  日まで   月間 

不承認等
の 理 由

 
 
 

お知らせ 

 この処分について不服があるときは、この通知書の送達を受けた日の翌日から起算
して 60 日以内に知事に審査請求をすることができます。審査請求書は、なるべく所轄
の県税事務所長を経由して提出してください。この処分の取消しを求める訴えは、前
記の審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日から起算して 6 か月以内に県を被告
として(知事が被告の代表者となります。)提起できることとされています。 
なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提

起することができないこととされていますが、①審査請求があった日から 3 か月を経
過しても裁決がないとき、②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損
害を避けるため緊急の必要があるとき、③その他裁決を経ないことにつき正当な理由
があるときは、裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。 
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 別記第16号の7様式（その2）中「手続き」を「手続」に、「第15条第4項」を「第15条の2の2」に改

め、別記第16号の7様式（その3）中「手続き」を「手続」に改め、別記第16号の7様式（その4）中「手

続き」を「手続」に、「第15条第4項」を「第15条の2の2」に改め、同様式の次に次の2様式を加える。 
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別記第16号の7の2様式（第14条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

徴収（換価の）猶予の納税計画変更通知書 

年  月  日  

          様 

県税事務所長 氏 名 印  

    年  月  日付けで徴収（換価の）猶予をしたあなた(貴社)の徴収金について

は、下記のとおり納税計画を変更しましたから、通知します。 

記 

 

変 更 し た 

猶 予 期 間 

年  月  日から

年  月  日まで
    月間 

変  更  前 変  更  後 

回 納付(入)年月日 納付(入)金額 回 納付(入)年月日 納付(入)金額 

1  円 1  円

2   2   

3   3   

4   4   

5   5   

6   6   

7   7   

8   8   

9   9   

10   10   

11   11   

12   12   

  

  

備考 この通知書は、和歌山県税条例第10条第5項並びに第10条の3第2項及び第10条の4第3

項において準用する第10条第5項の規定による通知について使用する。 
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別記第16号の7の3様式（第14条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

徴収猶予（期間延長）申請書及び添付書類に関する補正通知書 

 

年  月  日  

           様 

県税事務所長 氏       名 印  

 

   年  月  日付けであなた（貴社）が提出した徴収猶予（期間延長）申請書及び

その添付書類について、記載に不備がある、又は提出されていない書類がありますので、

地方税法第 15 条の 2第 6項の規定に基づき、次の「補正内容」に従い、この通知書を受領

した日の翌日から起算して 20 日以内に補正を行ってください。 

 なお、この通知書を受領した日の翌日から起算して 20 日以内にこれらの書類の補正が行

われない場合には、地方税法第 15 条の 2 第 8 項及び和歌山県税条例第 10 条の 2 第 7 項の

規定により、当該期間を経過した日において徴収猶予（期間延長）申請は取り下げられた

ものとみなされますので、御注意ください。 

補正を求める書類 補   正   内   容 

  

  

  

  

  

備考 この通知書は、法第 15 条の 2第 7項の規定による通知について使用する。 
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 別記第16号の9様式中「手続き」を「手続」に改める。 

 別記第16号の10様式を次のように改める。 
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別記第16号の10様式（第14条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

換価の猶予(期間延長)通知書 

 

年  月  日  

 

          様 

 

県税事務所長 氏        名 印  

 

 

 あなたの未納の徴収金については、さきに納付誓約をされましたのでこれを換価の猶予

(期間延長)として決定しましたから納税計画のとおり誠実に納付してください。 

 地方税法第15条の5の2第3項において準用する同法第15条の2の2第1項の規定により通

知します。 

を

受

け

る

徴

収

金 

換
価
猶
予(

期
間
延
長) 

年度 税目 納期限 税額
延 滞 金

額 

加 算

金 額

滞 納 処 

分 費 
合計 備考

      円 法律によ

る金額 

円

円 法律によ

る金額 

円 

円   

        
〃 

  
〃 

    

        
〃 

  
〃 

    

換価猶予(延長)期間 
年   月   日から

年   月   日まで
   月間 

納 税 計 画 

納付(入)年月日 納付(入)金額 納付(入)年月日 納付(入)金額 

 
円

 
円

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

備考 この通知書は、法第15条の5の2第3項において準用する同法第15条の2の2第1項の規

定による通知について使用する。 
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 別記第16号の10様式の次に次の2様式を加える。 
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別記第16号の10の2様式（第14条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

 1 この通知書は、法第 15 条の 6の 2第 3項において読み替えて準用する法第 15 条の 2の 2の

規定の規定による通知について使用する。 

 2 「お知らせ」欄には、申請のとおり承認した場合は、記載しないこと。 

 

換価の猶予(期間延長)承認(不承認)通知書 

年  月  日  

          様 
県税事務所長 氏 名 印 

    年  月  日付けで換価の猶予(期間延長)申請があったあなた(貴社)の県税につ
いては、申請のとおり(下記のとおり変更して)承認しましたから(下記の理由により承認で
きませんので)、地方税法第 15 条の 6 の 2 第 3 項において読み替えて準用する同法第 15 条
の 2 の 2 の規定により通知します。 

記 

猶
予
（
申
請
）
税
額 

年度 税目 納期限 税 額 延 滞 金 額 加 算 金 額 滞納処分費 合 計 備 考

   円 法律による金額

円

円 法律による金額

円

円  

    〃 〃   

    〃 〃   

    〃 〃   

納
税
計
画 

納付(入)年月日 納付(入)金額 納付(入)年月日 納付(入)金額 納付(入)年月日 納付(入)金額

 円  円 円

  

  

  

猶予期間   年  月  日から     年  月  日まで   月間 

不承認等
の 理 由

 
 
 

お知らせ 

 この処分について不服があるときは、この通知書の送達を受けた日の翌日から起算
して 60 日以内に知事に審査請求をすることができます。審査請求書は、なるべく所轄
の県税事務所長を経由して提出してください。この処分の取消しを求める訴えは、前
記の審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日から起算して 6 か月以内に県を被告
として(知事が被告の代表者となります。)提起できることとされています。 
なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提

起することができないこととされていますが、①審査請求があった日から 3 か月を経
過しても裁決がないとき、②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損
害を避けるため緊急の必要があるとき、③その他裁決を経ないことにつき正当な理由
があるときは、裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。 
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別記第16号の10の3様式（第14条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

換価の猶予（期間延長）申請書及び添付書類に関する補正通知書 

 

年  月  日  

           様 

県税事務所長 氏 名 印   

 

   年  月  日付けであなた（貴社）が提出した換価の猶予（期間延長）申請書及

びその添付書類について、記載に不備がある、又は提出されていない書類がありますので、

地方税法第 15 条の 6 の 2 第 3 項において読み替えて準用する同法第 15 条の 2 第 6 項の規

定に基づき、次の「補正内容」に従い、この通知書を受領した日の翌日から起算して 20 日

以内に補正を行ってください。 

 なお、この通知書を受領した日の翌日から起算して 20 日以内にこれらの書類の補正が行

われない場合には、地方税法第 15 条の 6の 2第 3項において読み替えて準用する同法第15

条の 2第 8項及び和歌山県税条例第 10 条の 2第 7項の規定により、当該期間を経過した日

において換価の猶予（期間延長）申請は取り下げられたものとみなされますので、御注意

ください。 

補正を求める書類 補   正   内   容 

  

  

  

  

  

備考 この通知書は、法第 15 条の 6の 2第 3項において読み替えて準用する法第 15 条の

2第 7項の規定による通知について使用する。 
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 別記第16号の11様式中「（昭和25年法律第226号）第15条の6第2項」を「第15条の5の3第2項及び第15

条の6の3第2項において読み替えて準用する同法第15条の3第3項」に、「手続き」を「手続」に、「第1

5条の6第2項の規定により法第15条の3第3項の規定を準用する場合に」を「第15条の5の3第2項及び第15

条の6の3第2項において読み替えて準用する法第15条の3第3項の規定による通知について」に改める。 

 別記第16号の17様式中「徴収猶予に」を「徴収（換価の）猶予に」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

1 この規則は、平成28年1月1日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から施行する。 

（1）第2条の規定（次号に掲げる改正規定を除く。） 平成28年4月1日 

（2）第2条中和歌山県税規則第5条の3の4に1号を加える改正規定 平成29年1月1日 

 （相続人代表者の届出等に関する経過措置） 

2 第1条の規定による改正後の和歌山県税規則（以下「新規則」という。）別記第1号様式、別記第1号の

2様式、別記第1号の3様式（その1）、別記第1号の4様式、別記第1号の7様式（その1）、別記第1号の9様

式、別記第1号の10様式及び別記第1号の18様式は、この規則の施行の日（以下「施行日」という。）以

後に行われる地方税法（昭和25年法律第226号。以下「法」という。）第9条の2第1項後段の規定による

届出、地方税法施行令（昭和25年政令第245号。以下「施行令」という。）第2条第6項前段の規定による

届出、法第15条第1項から第3項までの規定による申請、法第15条の2第2項の規定による申請、法第16条

の規定による担保の徴取に対する提供、施行令第6条の12第5項の規定による文書の提出、新規則第5条の

3の2第2項の規定による過誤納金還付請求書の提出又は法第20条の9の3第1項及び第2項の規定による請求

について適用し、施行日前に行われた法第9条の2第1項後段の規定による届出、施行令第2条第6項前段の

規定による届出、法第15条第1項から第3項までの規定による申請、法第15条の2第2項の規定による申請、

法第16条の規定による担保の徴取に対する提供、施行令第6条の12第5項の規定による文書の提出、旧規

則第5条の3の2第2項の規定による過誤納金還付請求書の提出又は法第20条の9の3第1項及び第2項の規定

による請求については、なお従前の例による。 

 （徴収猶予等に関する経過措置） 

3 附則第1項第1号に掲げる規定による改正後の和歌山県税規則（以下「28年新規則」という。）第5条の

2の規定並びに別記第1号の3様式（その1）、別記第1号の4様式、別記第16号の7様式（その1）、（その

2）及び（その4）、別記第16号の7の2様式並びに別記第16号の7の3様式（地方税法等の一部を改正する

法律（平成27年法律第2号。以下「平成27年改正法」という。）附則第1条第6号に掲げる規定による改正

後の地方税法（以下「28年新法」という。）第15条第1項又は第2項の規定による徴収の猶予に係る部分

に限る。）は、平成28年4月1日以後に申請される28年新法第15条第1項又は第2項の規定による徴収の猶

予について適用し、同日前に申請された平成27年改正法附則第1条第6号に掲げる規定による改正前の地

方税法（以下「28年旧法」という。）第15条第1項又は第2項の規定による徴収の猶予については、なお

従前の例による。 

4 28年新規則第5条の2の2の規定並びに別記第1号の6様式、別記第16号の7の2様式、別記第16号の10様式、

別記第16号の11様式及び別記第16号の17様式（28年新法第15条の5第1項の規定による換価の猶予に係る

部分に限る。）は、平成28年4月1日以後にされる同項の規定による換価の猶予について適用し、同日前

にされた28年旧法第15条の5第1項の規定による換価の猶予については、なお従前の例による。 

5 28年新規則第5条の2の3の規定並びに別記第1号の6の2様式、別記第16号の7の2様式、別記第16号の10

の2様式、別記第16号の10の3様式、別記第16号の11様式及び別記第16号の17様式（28年新法第15条の6第

1項の規定による換価の猶予に係る部分に限る。）は、平成28年4月1日以後に同項に規定する納期限が到

来する徴収金について適用する。 

 （県民税に関する経過措置） 
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6 附則第1項第2号に掲げる規定による改正後の和歌山県税規則第5条の3の4第5号の規定は、県民税の所

得割の納税義務者が平成28年1月1日以後に支出する同号に掲げる寄附金について適用する。 

7 新規則別記第1号の13様式から別記第1号の13の3様式まで、別記第1号の15様式、別記第2号の6様式、

別記第3号の4様式及び別記第3号の5様式は、施行日以後に行われる和歌山県税条例（昭和25年和歌山県

条例第37号。以下「条例」という。）第19条第1項の規定による申告若しくは申請又は同条第2項の規定

による申請、和歌山県税条例の一部を改正する条例（平成27年和歌山県条例第67号。以下この項におい

て「平成27年改正条例」という。）による改正後の和歌山県税条例（以下「新条例」という。）第35条

第2項の規定による申請書の提出、新条例第36条の7第1項の規定による届出書の提出及び条例第36条の7

第2項の規定による届出、法第55条の2第2項の規定による担保の徴取に対する提供又は法第55条の4第2項

の規定による担保の徴取に対する提供について適用し、施行日前に行われた条例第19条第1項の規定によ

る申告若しくは申請又は同条第2項の規定による申請、平成27年改正条例による改正前の和歌山県税条例

（以下「旧条例」という。）第35条第2項の規定による申請書の提出、旧条例第36条の7第1項の規定によ

る届出書の提出及び条例第36条の7第2項の規定による届出、法第55条の2第2項の規定による担保の徴取

に対する提供又は法第55条の4第2項の規定による担保の徴取に対する提供については、なお従前の例に

よる。 

 （事業税に関する経過措置） 

8 新規則別記第1号の3様式（その8）、別記第1号の7様式（その2）、別記第1号の13様式から別記第1号

の13の3様式まで、別記第1号の15様式、別記第3号様式、別記第3号の2様式、別記第3号の3様式、別記第

3号の4様式及び別記第3号の5様式は、施行日以後に行われる新条例第42条の2の3第1項及び第2項の規定

による申請書の提出、法第72条の38の2第2項の規定による担保の徴取に対する提供、条例第42条の7第1

項の規定による申告若しくは申請又は同条第2項の規定による申請、新条例第42条の2の2第2項及び第42

条の6の2第2項の規定による申請書の提出、新条例第42条の4第1項の規定による申告及び条例第42条の4

第2項の規定による申告、新条例第42条の2第1項の規定による申告、条例第42条の2第2項の規定による申

告、法第72条の39の2第2項の規定による担保の徴取に対する提供又は法第72条の39の4第2項の規定によ

る担保の徴取に対する提供について適用し、施行日前に行われた旧条例第42条の2の3第1項及び第2項の

規定による申請書の提出、法第72条の38の2第2項の規定による担保の徴取に対する提供、条例第42条の7

第1項の規定による申告若しくは申請又は同条第2項の規定による申請、旧条例第42条の2の2第2項及び第

42条の6の2第2項の規定による申請書の提出、旧条例第42条の4第1項の規定による申告及び条例第42条の

4第2項の規定による申告、旧条例第42条の2第1項の規定による申告、条例第42条の2第2項の規定による

申告、法第72条の39の2第2項の規定による担保の徴取に対する提供又は法第72条の39の4第2項の規定に

よる担保の徴取に対する提供については、なお従前の例による。 

 （不動産取得税の経過措置） 

9 新規則別記第1号の3様式（その3）から（その7）まで、別記第1号の13様式から別記第1号の13の3様式

まで及び別記第1号の15様式は、施行日以後に行われる新条例第42条の25第2項の規定による申請書の提

出、条例第42条の27の2第3項において準用する新条例第42条の25第2項の規定による申請書の提出、法第

73条の27の3第2項の規定による申告、新条例第42条の27の3第3項の規定による申請書の提出、その他不

動産取得税の徴収猶予の申請、条例第42条の21第1項の規定による申告若しくは申請又は同条第2項の規

定による申請又は新条例第42条の30第3項の規定による申請書の提出について適用し、施行日前に行われ

た旧条例第42条の25第2項の規定による申請書の提出、条例第42条の27の2第3項において準用する旧条例

第42条の25第2項の規定による申請書の提出、法第73条の27の3第2項の規定による申告、旧条例第42条の

27の3第3項の規定による申請書の提出、その他不動産取得税の徴収猶予の申請、条例第42条の21第1項の

規定による申告若しくは申請又は同条第2項の規定による申請又は旧条例第42条の30第3項の規定による

申請書の提出については、なお従前の例による。 

10 新規則別記第4号様式は、施行日以後に行われる条例第42条の15第1項及び第3項の規定による控除の
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申告、新条例第42条の19の規定による申告書の提出、条例第42条の24第1項及び第2項の規定による減額

の申告並びに条例第42条の27の2第1項の規定による減額の申告について適用し、施行日前に行われた条

例第42条の15第1項及び第3項の規定による控除の申告、旧条例第42条の19の規定による申告書の提出、

条例第42条の24第1項及び第2項の規定による減額の申告並びに条例第42条の27の2第1項の規定による減

額の申告については、なお従前の例による。 

11 新規則別記第4号の2様式から別記第4号の3様式まで及び別記第4号の6様式から別記第4号の9様式まで

の規定は、施行日以後に行われる法第73条の27の3第2項の規定による申告、条例第42条の24第1項及び

第2項の規定による減額の申請並びに新条例第42条の27第2項の規定による申請書の提出、条例第42条の

27の2第1項の規定による減額の申請及び同条第3項において準用する新条例第42条の27第2項の規定によ

る申請書の提出、新条例第42条の27の3第6項の規定による申請書の提出、新条例附則第8項の規定によ

る申請書の提出、新条例附則第9項の規定による届出書の提出、新条例附則第10項の規定による申請書

の提出又はその他の不動産取得税の特例の適用に係る申請及び申告について適用し、施行日前に行われ

た法第73条の27の3第2項の規定による申告、条例第42条の24第1項及び第2項の規定による減額の申請並

びに旧条例第42条の27第2項の規定による申請書の提出、条例第42条の27の2第1項の規定による減額の

申請及び同条第3項において準用する旧条例第42条の27第2項の規定による申請書の提出、旧条例第42条

の27の3第6項の規定による申請書の提出、旧条例附則第8項の規定による申請書の提出、旧条例附則第9

項の規定による届出書の提出、旧条例附則第10項の規定による申請書の提出又はその他の不動産取得税

の特例の適用に係る申請及び申告については、なお従前の例による。 

 （県たばこ税に関する経過措置） 

12 新規則別記第4号の10様式は、施行日以後に行われる新条例第42条の35の6の規定による申請について

適用し、施行日前に行われた旧条例第42条の35の6の規定による申請については、なお従前の例による。 

 （ゴルフ場利用税に関する経過措置） 

13 新規則別記第1号の13様式から別記第1号の13の3様式まで、別記第5号様式及び別記第5号の4様式は、

施行日以後に行われる条例第42条の38第1項の規定による申告若しくは申請又は同条第2項の規定による

申請、新条例第42条の44第2項の規定による登録申請書の提出又は和歌山県税規則第7条の3第1項の規定

によるゴルフ場利用税の税率軽減承認申請書の提出について適用し、施行日前に行われた条例第42条の

38第1項の規定による申告若しくは申請又は同条第2項の規定による申請、旧条例第42条の44第2項の規

定による登録申請書の提出又は和歌山県税規則第7条の3第1項の規定によるゴルフ場利用税の税率軽減

承認申請書の提出については、なお従前の例による。 

14 新規則別記第5号の2様式は、施行日の属する月分以後の月分の新条例第42条の43第2項の規定による

ゴルフ場利用税納入申告書の提出について適用し、施行日の属する月の前月分以前の月分の旧条例第42

条の43第2項の規定によるゴルフ場利用税納入申告書の提出については、なお従前の例による。 

 （自動車取得税に関する経過措置） 

15 新規則別記第9号の2様式及び別記第9号の3様式は、施行日以後に行われる新条例第51条第3項の規定

による申告書の提出又は新条例第51条第7項の規定による申請書の提出について適用し、施行日前に行

われた旧条例第51条第3項の規定による申告書の提出又は旧条例第51条第7項の規定による申請書の提出

については、なお従前の例による。 

 （軽油引取税に関する経過措置） 

16 新規則別記第10号の2様式（その1）及び（その2）、別記第10号の2の2様式、別記第10号の2の4様式

及び別記第10号の2の7様式は、施行日以後に行われる新条例第58条の10第2項の規定による申請書の提

出、条例第58条の10第4項の規定による申請、新条例第58条の18第1項の規定による届出書の提出又は新

条例第58条の27第2項の規定による申請書の提出について適用し、施行日前に行われた旧条例第58条の1

0第2項の規定による申請書の提出、条例第58条の10第4項の規定による申請、旧条例第58条の18第1項の

規定による届出書の提出又は旧条例第58条の27第2項の規定による申請書の提出については、なお従前
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の例による。 

 （自動車税に関する経過措置） 

17 新規則別記第1号の13様式から別記第1号の13の3様式までの規定は、施行日以後に行われる条例第66

条第1項の規定による申告若しくは申請又は同条第2項の規定による申請について適用し、施行日前に行

われた条例第66条第1項の規定による申告若しくは申請又は同条第2項の規定による申請については、な

お従前の例による。 

 （鉱区税に関する経過措置） 

18 新規則別記第1号の13様式から別記第1号の13の3様式まで及び別記第8号様式は、施行日以後に行われ

る条例第80条第1項の規定による申告若しくは申請又は同条第2項の規定による申請又は新条例第78条の

規定による申告について適用し、施行日前に行われた条例第80条第1項の規定による申告若しくは申請

又は同条第2項の規定による申請又は旧条例第78条の規定による申告については、なお従前の例による。 

 （県固定資産税に関する経過措置） 

19 新規則別記第1号の13様式から別記第1号の13の3様式までの規定は、施行日以後に行われる条例第95

条第1項の規定による申告若しくは申請又は同条第2項の規定による申請について適用し、施行日前に行

われた条例第95条第1項の規定による申告若しくは申請又は同条第2項の規定による申請については、な

お従前の例による。 

 （従前の様式による用紙） 

20 この規則による改正前の規則に定める様式による用紙は、当分の間、修正して使用することができる。 

 

和歌山県規則第60号 

 和歌山県地方活力向上地域における県税の特別措置に関する条例施行規則を次のように定める。 

  平成27年12月25日 

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸 

和歌山県地方活力向上地域における県税の特別措置に関する条例施行規則 

 （趣旨） 

第1条 この規則は、和歌山県地方活力向上地域における県税の特別措置に関する条例（平成27年和歌山

県条例第68号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項について定めるものとする。 

 （申請手続） 

第2条 条例第6条の規定により不均一課税の申請をしようとする者は、別記第1号様式による申請書を課

税地所轄の県税事務所の長に提出しなければならない。 

 （通知手続） 

第3条 県税事務所の長は、前条に規定する申請書が提出されたときは、別記第2号様式による通知書によ

り通知しなければならない。 
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別記第1号様式（第2条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方活力向上地域における    税不均一課税申請書 

年  月  日  

 県税事務所長 様 

 

住所又は所在地            

氏名又は法人名          印 

法人の場合は 

代 表 者 氏 名          印 

 和歌山県地方活力向上地域における県税の特別措置に関する条例第 6 条の規定により、次のとおり

申請します。 

地方活力向上地域特定業務施設整備計画認定の日    年  月  日 

地方活力向上地域特定業務施設整備計画の種類 移転型 ・ 拡充型 

新設し、又は増設した 

特 別 償 却 設 備 

事業の用に供した 

年 月 日 
取 得 価 額 

特別償却の 

有 無 

  年  月  日 円   

  年  月  日 円   

  年  月  日 円   

計   円   

同上

特別

償却

設備

の敷

地で

ある

土地 

取 得 年 月 日 
特定業務施設着工

(取 得 )年 月 日 
所 在 地 面 積

年 月 日 年  月  日   m2

年 月 日 年  月  日   m2

年 月 日 年  月  日   m2

計     m2

 各月末現在の従業者の数及び基準数値 

月 別 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 基 準 数 値

同上特別償却

設備に係る従

業者の数 

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 ①   人 

同上特別償却

設備以外に係

る従業者の数 

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 ②   人 

県内に有する

事務所又は事

業所の従業者

の数で上記以

外の数 

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 ③   人 

 事業税不均一課税の割合 ①／(①＋②＋③) ／ 
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 備考 

 1 「地方活力向上地域特定業務施設整備計画の種類」欄には、地域再生法（平成17 年法律第24 号）第17

条の2第3項の認定を受けた地方活力向上地域特定業務施設整備計画について同条第1項第1号に該当す

る場合は「移転型」を、同項第2号に該当する場合は「拡充型」を○で囲むこと。 

2 「新設し、又は増設した特別償却設備」欄及び「同上特別償却設備の敷地である土地」欄について、記

載しきれない場合は、当該欄には合計のみを記載し、明細は当該欄の様式により別紙に記載して添付する

こと。 

3 「事業の用に供した年月日」欄は、実際に事業の用に供した年月日（減価償却開始年月日）を記載し、

いまだ事業の用に供されない場合にあっては、事業の用に供する予定年月日を記載すること。 

4 「各月末現在の従業者の数及び基準数値」欄は、計画の種類が移転型の場合のみ記載すること。 

5 「同上特別償却設備以外に係る従業者の数」欄には、新設し、又は増設した和歌山県地方活力向上地域

における県税の特別措置に関する条例第 2 条に規定する特別償却設備を含む事務所又は事業所で当該特別

償却設備に係る従業者以外の従業者の数を記載すること。 

6 「基準数値」欄は、地方税法（昭和25年法律第226号）第72条の48に規定する事業税の分割基準の算

定の例により記載すること。 

7 この申請書には、次の区分に応じそれぞれに掲げる書類を添付すること。 

(1) 事業税若しくは県固定資産税の初年度（第2年度又は第3年度のうち新設し、又は増設した設備につ

き初めて不均一課税の申請をする年度を含む。）又は不動産取得税に係る申請 

     ア 法人税又は所得税の特別償却明細書の写し 

     イ 事業所位置図 

     ウ 事業所内配置図 

     エ 特定業務施設の各階平面図 

     オ 設備配置図 

     カ 年次別建設計画及びその実績の概要を明らかにする書類 

     キ その他県税事務所長（県固定資産税については、知事）が必要と認めた書類 

(2) 事業税又は県固定資産税の第2年度又は第3年度（(1)に該当する年度を除く。以下同じ。）に係る申

請 

     ア 第2年度又は第3年度に係る法人税又は所得税の確定申告書の写し 

イ 新設し、又は増設した設備を第 2 年度又は第 3 年度においても事業の用に供していることを明ら

かにする書類 

     ウ その他県税事務所長（県固定資産税については、知事）が必要と認めた書類 
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別記第2号様式（第3条関係） 

 （その1） 

 

 

 

 

 

 

地方活力向上地域における    税不均一課税通知書 
 

新(増)設事業所 

所在地 

名 称 

地方活力向上地域特定業務施

設整備計画の種類 
移転型 ・ 拡充型 

事

業

税 

事 業 年 度(年)    年  月  日～   年  月  日 

区 分 基本税額 軽減税額 差引納付税額 

確 定 (修 正 ・ 更 正)分 円 円 円

既 往 適 用 分 円 円 円

差 引 増 減 円 円 円

不
動
産
取
得
税 

区分 年度 
納 税 通 知 書

番 号
基本税額 軽減税額 差引納付税額 

家屋 
    

円 円 円

土地 
    

円 円 円

県 固 定

資 産 税 

年度 
納 税 通 知 書

番 号
基本税額 軽減税額 差引納付税額 

    
円 円 円

     年  月  日付けで申請のあった(決定した)     税不均一課税につい

ては、上記のとおり決定(変更)したので、通知します。 

      年  月  日 

県税事務所長        印 

          様 

お 知 ら せ 

 この処分について不服があるときは、この通知書の送達を受けた日の翌日か

ら起算して 60 日以内に知事に審査請求をすることができます。審査請求書は、

なるべく所轄の県税事務所長を経由して提出してください。この処分の取消し

を求める訴えは、前記の審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日から起算

して 6か月以内に県を被告として(知事が被告の代表者となります。)提起でき

ることとされています。 

なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなけ

れば提起することができないこととされていますが、①審査請求があった日か

ら 3か月を経過しても裁決がないとき、②処分、処分の執行又は手続の続行に

より生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、③その他裁決を経

ないことにつき正当な理由があるときは、裁決を経ないでも処分の取消しの訴

えを提起することができます。 
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別記第2号様式（第3条関係） 

 （その2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方活力向上地域における    税不均一課税不承認通知書 
 

新(増)設事業所 

所在地 

名 称 

地方活力向上地域特定業務施設整備計画

の種類 
移転型 ・ 拡充型 

科 目 税 納税通知書番号
  

年度又は事業年度(年) 
  

     年  月  日付けで申請のあった    税不均一課税については、和歌山

県地方活力向上地域における県税の特別措置に関する条例(平成 27 年和歌山県条例第 68

号)の規定に該当せず承認できませんので、通知します。 

 

 

      年  月  日 

 

 

県税事務所長          印 

 

 

          様 

お 知 ら せ 

 この処分について不服があるときは、この通知書の送達を受けた日の翌日

から起算して 60 日以内に知事に審査請求をすることができます。審査請求

書は、なるべく所轄の県税事務所長を経由して提出してください。この処分

の取消しを求める訴えは、前記の審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌

日から起算して 6 か月以内に県を被告として(知事が被告の代表者となりま

す。)提起できることとされています。 

なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でな

ければ提起することができないこととされていますが、①審査請求があった

日から 3か月を経過しても裁決がないとき、②処分、処分の執行又は手続の

続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、③その他

裁決を経ないことにつき正当な理由があるときは、裁決を経ないでも処分の

取消しの訴えを提起することができます。 
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   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

和歌山県規則第61号 

 和歌山県の事務処理の特例に関する条例に基づき市町村が処理する事務の範囲を定める規則の一部を改

正する規則を次のように定める。 

  平成27年12月25日 

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸 

和歌山県の事務処理の特例に関する条例に基づき市町村が処理する事務の範囲を定める規則の一

部を改正する規則 

 和歌山県の事務処理の特例に関する条例に基づき市町村が処理する事務の範囲を定める規則（平成12年

和歌山県規則第114号）の一部を次のように改正する。 

 第2条の表に次のように加える。 

10 条例第2条の表75の項（2）に規

定する母子及び父子並びに寡婦福

祉法（昭和39年法律第129号）の

施行に係る事務のうち規則に基づ

く事務であって別に規則で定める

もの 

 母子及び父子並びに寡婦福祉法施行細則（昭和39年和歌山県規

則第105号。以下この項において「規則」という。）に基づく事

務のうち次に掲げるもの 

（1）規則第2条第4項、第8条第1項又は第11条第1項の規定による

知事に提出すべき申請書の受理 

（2）規則第4条の規定による知事に提出すべき借用書の受理 

（3）規則第6条、第7条又は第10条の規定による知事に対して行

うべき届出の受理 

（4）規則第9条の規定による知事に提出すべき申請書又は申出書

の受理 

 

   附 則 

 この規則は、平成28年1月1日から施行する。 

 

和歌山県規則第62号 

 和歌山県本人確認情報の利用及び提供に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成27年12月25日 

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸 

和歌山県本人確認情報の利用及び提供に関する規則の一部を改正する規則 

 和歌山県本人確認情報の利用及び提供に関する規則（平成21年和歌山県規則第18号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第2条中「第4条」を「第3条」に改める。 

 別表第1の7の項を削る。 

   附 則 

 この規則は、平成28年1月1日から施行する。 
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